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は　じ　め　に

　　　　　１）
　前稿では，西ドイツにおげる１９６０年代後半から７０代後半までの “構造変動

’’

（Ｓｔｒｕｋｔｕｒ
－

ｗａｎｄｅｌ）の進展のもとで，西トイソ最大のナノヨ ナルセ■ターであるトイソ労働総同盟

（ＤＧ　Ｂ）が，運動上の基本原則として，ｒ保護任務」（資本蓄積が生み出す諸結果から労働者

を保護する任務）と ，ｒ形成任務」（労働者の杜会的政治的権利を拡大し，民主的改革を実現し ，

労働者の従属と貧困の前提条件そのものを除去する任務）のｒ二重の任務の統一的実現」を打

ち出し，この原則にもとづく理論的実践的成果をＤ　Ｇ　Ｂ８１年綱領に結実させたことを検

討した。すなわち，ＤＧＢが共同決定要求を自らの「二重の任務」具体化の
‘‘

かなめ
”

と位置づげ，事業所 ・企業 レベルのみならず，産業 ・地域 ・全国の各 レベノレにも新たな

共同決定を要求し，各 レベノレの相互関係に留意しつつその実現に努めてきた点を明らか

にした。また，７０年代の賃金 ・労働時問等に関する労働協約闘争，「合理化」の諸結果

から労働者を保護する闘争の展開をあとづげ，Ｄ　ＧＢが，こうしたｒ労働組合の自立し

た力」の質的発展と，杜会改革を展望する共同決定の実現との関連づげを意識的に追求

し出した点を明らかにした。そして，これらを始めとする理論的実践的前進面がＤ　Ｇ　Ｂ

８１年綱領にどのように反映し，結実しているかを検討したのである 。

　さて，１９７９年の第二次オイ ノレショックを契機に，西ドイツの産業 ・地域構造の転換は

新たた様相を示すことにな った。とりわげ８２年に成立した保守政権のもとで，産業 ・地

域の構造転換政策が「市場重視」の立場から押し進められ，構造転換は新局面を迎え

た。 こうした西ドイツの構造転換は，目本のそれとくらべて，摩擦回避に成功している

と評価され，ｒ目本たたき」に見舞われたわが国の対極にあるものとほめたてられてき

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８５）
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　　　２）
てもいる 。

　本稿では，まず，８０年代に保守政権が新たに推し進めてきた「市場重視（ｍａｒｋｔｏｒｉｅ阯

ｔｉｅｒｔ）」の構造転換政策を概観し，それが労働者の権利解体に照準を当てたものである

ことを明らかにする（Ｉ章）。

　つぎに，そこから生じた諸問題に対して，Ｄ　Ｇ　Ｂが８１年綱領の積極的諸規定をもと

に， 「保護 ・移成」の両側面からどのように対応しているのかを，ＤＧＢが指向してきた

「雇用重視の先見的構造政策（Ｂｅｓｃｈａｆｔ・ｅｇｕｎｇｓｏｒ１ｅｎｔ１ｅｒｔｅ－Ｖｏｒａｕｓｓｃｈａｕｅｎｄｅ－ＳｔｒｕｋｔｕｒＰｏ１・ｔ１ｋ）」

構想の検討を通じて明らかにしたい（皿章）。

　その際，鉄鋼 ・造船などのｒ衰退部門」を抱えた西トイソ最大の産別労組である金属

労組（Ｉ　Ｇメタノレ）の８０年代前半の運動に焦点をあてて検討を深めたい（皿章）。

　　１）拙稿ｒＤＧ　Ｂ８１年基本綱領と西ドイツ労働組合運動」（上）ｒ立命館経済学』第３４巻第５

　　　号，１９８５年１２月，（下）ｒ立命館経済学』第３４巻第６号，１９８６年２月 。

　　 ２）ｒ西ドイツの知恵一目本とはここが違う」ｒ目経ビジネス』１９８７年７月２０目号，狂ど 。

第Ｉ章８０年代西ドイツにおげる保守政権による

　　　
‘‘

市場重視の構造政策”の特徴

　（１）８０年代の西ドイツ経済の動向　む造政策の新たな展開が求められる背景

　１９７０年代末以降，西ドイソにおいては機械，自動車，電機，鉄鋼，化学，石油精製な

どそれまで貿易黒字に貢献してきた諸部門の黒字幅が大きく縮小し，逆に，サーピス収

支と移転収支の赤字幅が拡大してきた。かくして，１９７９年には経常収支が１４年ぶりに赤

字に転落し，西ドイツは翌８０年にはＯ　Ｅ　ＣＤ諸国のなかで最高の赤字額を記録した。ま

た， 石油危機以降の経済成長カの弱まりと企業の雇用削減が進むもとで，大量失業は一

層深刻化した。失業率は８０年の３％台から８３年には９％台へと急上昇し，失業者は公式

統計でも２２０万人に達した 。

　こうしたなかで，国内 ・国外市場におげる西ドイソ産業の国際競争力の低下，製造業

の適応能力不足などが，西ドイツ経済の対外的 ・対内的困難の原因としてクローズア ッ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
プされてきた。１９８０年及び８３年のｒ構造報告」を手がかりに，西ドイッが直面した構造

的問題を概括しておこう 。そこでは，つぎの点が指摘されている 。

　第一に，８０年に経常収支が赤字に転落するまで趨勢的に見られたマルク高である。こ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８６）



　　　　　　　　　　・構造転換”への西ドイツ労働組合の対応（布川）　　　　　　　　
１２１

れによっ て輸出競争力が低下し，同時に企業の対外投資が増加したと言われている 。

　第二に，賃金 ・労務費が高くなりすぎたことである。また，労働者の資格構造
・労働

力構成が変化したため，労働市場において労働の需要と供給が調整されなくな ったこ

とが指摘されている 。

　第三に，７２年以降設備投資が質量ともに後退したこと 。しかも，省力化や労働力代替

のための合理化投資，老朽化設傭の補修のための補充投資が高い割り合いを占め，生産

拡大につながらない投資が主流にた ったこと 。

　第四に，政府による
‘‘

誤っ た奨励措置
’’

政府が石炭 ・鉄鋼業などへ補助金を支出し ，

それを支えていることが，産業構造の転換を遅らす要因になっているというのである 。

　第五に，研究開発に巨費を投じながらも，先端技術開発が遅れ，効果が上がらたいで

いる原因として，国家主導でそれが行われてきたこと ，基礎研究と応用研究が結び付い

ていないこと ，伝統的な労働者の資格構造 ・マイスター制度や，労働組合の低抗が生産

工程へ新技術を導入するのを拒んでいること ，産業界に支配的な影響力を有する金融界

がベソチャーキャピタルヘ進帥こ総じて消極的であることが指摘されている 。

　以上からわかるように，「構造報告」では，労働市場におげる構造的適応能力不足 ，

および労働組合と国家による経済過程への干渉という問題に重点がおかれてきた。「市

場の調整能力」を信奉する立場が鮮明なライソ ・ヴ ニストファーレソ経済研究所（ＲＷＩ）

の８３年報告書は，国家の経済活動への介入を徹底的に批判し・つぎのように述へてい

る。

　　　
「国家は，国家主権という暴力の担い手として，構造彬成；こ際して，国民経済そのものの価値

　　観念を貫き，それに矛盾する私的な希望や価値を押しつぶすぺ一・好むと好まざると１） ．’．．．．国家

　　の経済活動は，私的部門に適応のための圧力をかげ，利益目的のセクターを侵食する」 。

　　こうした批判は，７０年代末から杜会民主党（Ｓ　ＰＤ）政権下において，声高に論 ’じら

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）

れてきた。同政権は，８０年代初頭にはその政策を手直しせぜるをえなか
った。しかし ，

資本にとっ て満足のいく政策転換をするには，政権の交替が必要たのであ った。こう

した背景のもとで，ｒ市場重視の経済政策」をスローガソに掲げたキリスト教民主同盟

（ＣＤＵ）主導の保守違合政権が８２年末に成立し，コーノレＣＤ　Ｕ党首が首相の座についた

のである。ここに西ドイツの構造転換は新たた局面を迎えることとな った 。

（２８７）



　１２２　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３６巻 ・第２号）

　　（２）西ドイツ保守政権による「市場童視」の構造政策の展開

　　　　　　＿Ｍｅｈｒ　Ｍａｒｋｔ，ｗｅｎｉｇｅｒ　Ｓｔａａｔ＿

　８２年以来，コール保守政権は，国家の財政政策を見直すこと ，杜会政策を経済力の許

容する範囲に隈定する，国家支出を真の困窮者に対してのみ行うことなどを「８０年代の

杜会的市場経済」のガイドライソとして打ちだし，経済政策全般の基調を「市場重視」

の立場へ方向転換した。かくして，産業 ・地域構造政策も「市場重視の構造政策」へと

転換したのであ った 。

　ここでいう「市場重視の構造政策 ・市場経済的構造政策（Ｍａｒｋｔｏｒ１ｅｎｔ，ｅｒｔｅ．ｍａｒｋｔｗ，ｒｔ．

ｓｃｈａｆｔ１ｉｃｈｅ　Ｓｔｒｕｋｔｕｒｐｏ１ｉｔｉｋ）」とは

，「杜会的目標の達成に貢献する経済の誘導システムと

して，市場の機能が有する可能性に高い信頼をよせたものであり ，経済活動を誘導し ，

経済に刺激を与えるシステムとしては，市場が国家の構造政策に優先するとの理念にも
　　　　　　４）
とづいたもの」と特徴づげることができるものである。それによれぱ，国家の介入こそ ，

むしろ構造的問題を増大させる原因であり ，それを排さねはならない。市場が国家に優

先するのである 。

　８０年代の「市場重視の構造政策」の重点課題を整理し，その狙いを明確に打ち出した
　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
のが，８４年ｒ連邦経済省年次経済報告」である

。

　すなわち・このｒ市場重視 ・市場経済的原理にもとづく構造政策」とは，国家による

経済活動への観制をたくそうというものである。国際競争と技術変化が激しくなり ，国

内経済にとっ てリスクとチャソスが同時に発生しているが，こうしたリスクとチャソス

は・ 市場の諸条件をもとに生じているのである。そして，それを比較考量し，経済活動

の方向を判断することは，企業にまかされた問題であ って，国家はそれに干渉すべきで

なく ，経済的リスクに対応できる能力と準備を支えることに，国家の任務を限るべきだ

というのである 。

　そのさい，「市場重視の構造政策」は，とりわげ，労働と資本のより一層のフレキシ

ビリティーと流動性を高めることをめざしており ，それを妨げているｒ骨化した構造」

の解体をめざしている・すなわち，ｒ市場重視の構造政策」は，労働市場におげる官僚

的障害 ・命令の廃止，衰退産業への補助金と税制上の優遇を廃止し，かわりにベソチャ

ー資本の活性化，租税負担の削減，公的機関の民営化，さらに，生産性促進のためのイ

ソフラストラクチ ェァの拡大と １研究開発の基礎条件の改善を，その重点的戦略課題と

するというのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８８）



　　　　　　　　　　“構造転換”への西ドイツ労働組合の対応（布川）　　　　　　　　１２３

　「市場重視の構造政策」の狙いに関して，それが労働力流動化の促進にあり ，その前

提として労働者の諸権利の解体を計るものであることは，８５年ｒ経済諮問委員会勧告」

でも鮮明に述べられている 。

　　「市場重視の構造政策は，従来の選択的な産業政策とは逆に，構造変動を全般的に促進する諸

　手段を集中している。市場重視構造政策は，流動性促進政策として構想されている。その出発点

　は，流動性を阻止している経済法 ・杜会法 ・経営組織法 ・労働法による規制を適応させることで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
　あり ，さらに，当該被雇用者の適応に要する費用を削減し，経済成長を促進することである」 。

　以上を整理するなら，「市場重視の構造政策」は，政府 ・資本が８０年代の構造転換を

資本にとっ て適合的に進めるために打ち出してきたものにほかならず・それは・まず出

発点として，国家による経済活動への諸規制の弾力化，労働組合の弱体化をねらう法改

正を第一の柱としたものである。それはまた第二に，衰退部門を切り捨て，補助金を削

減すること ，第三に，市場原理を生かしてベソチャー資本を活性化し，研究開発の基礎

条件を改善することの，三つを戦略的課題としたものであ乱保守政権は１これらの三

のつ柱をそれぞれ次のように具体化してきた 。

　第一に，資本活動への国家規制を緩和し，労働組合を弱体化するため，８５年に コーノレ

政権は，雇用促進法改訂を初めとして，一挙に解雇制限法，被傭老派遣法１賃金継続支

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
払法，さらに事業所組織法改革も含めた広範な法改訂を行なおうとしてきた。これは ，

労資関係のｒ個別化」と労働力の流動化の促進，パートタイム ・派遺労働の活用をはか

るものであ った。さらに，保守政権は資本の意を受げ，労働組合の広範なストライキ閾

争を困難にするため，失業保険法を改革し，「コーノレドロックアウト」のさいの失業保

険給付を廃止した。また，解雇に際する「杜会計画」負担が過大であるとの資本サイド

の意見が取り入られ，同計画の適応企業範囲が限定され，企業が被雇用者に配転 ・出向

を強制できるよう制度改革が行われた。こうした動きを受げて，労使の労働協約締結に

あたっては，協約が労働条件の下支えにならないように，「労働協約の開放条項」を導

　　　　　　　　　　　　　　　８）
入しようとの動きも強まっ てきた 。

　第二に，スクラ ップ部門への補助金が削減され，衰退部門の切り捨て（ｒ皆伐」と呼ぽ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
れるほど徹底的な切り捨て）が計られてきた。衰退産業たる石炭 ・鉄鋼業の集中した ノレー

ノレ地方を舳こ取れぱ，ノレール商工会議所とＣ　ＤＵは，石炭 ・鉄鋼業への補助金解体を積

極的に容認し，代わりに原子力発電所の建設を要求する地域計画を提起し，その具体化

に努めてきた 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８９）
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　第三の柱として，保守政権が鳴り物入りで推し進めてきたのが，ベソチャーピジネス

育成とシリコソバレーをモデ ノレとした「テクノロ ジー・ バーク」の創設である。ベソチ

ャービジネス育成に関しては，中小企業株式の上場基準緩和，ベソチャー企業の持株売
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ０）
却益に関する税法上の優遇措置等が導入された。また，見落すことができない動きとし

て， 中小ベソチャー企業を担い手とした「テクノロ ジー・ バーク」の創設が急速に進め

られた。「市場重視」の経済思想においては中小企業こそ，市場におげる競争を活性化

させ・ｒ市場経済秩序と経済変動の原動力」を担うものと位置つげられている。中小ヘソ

チャー企業が活躍する「テクノロ ジー・ パーク」に，市場重視の経済思想の真髄が現わ

れるというのである。８３年に西ドイツ最初のｒテクノロ ジー・ パーク」として，Ｂ　Ｉ　Ｇ

（Ｂｅｄ１ｎｅｒ　Ｉｎ０・ａｔ・・ｎｓ－ｍｄ　Ｇ・ｍｄ・ｅｎｔ・ｕｍ）がつくられ，以後８４年から８５年にかげて計画中

のものも含め５０以上の「テクノロ ジー・ バーク」が創設されてきた。こうした「テクノ

ロジー・ バーク」が，純粋に中小資本によるものであるか，また，独占を強めるのでな

く市場競争を活性化させるものであるかとうかは，ヘヅセソ州のＺｅｎｔｒｕｍ　ｆｕ「Ｋｌｅｍ－

ｕｎｄ　Ｍ１ｔｔｅｌ　ｂｅｔｒ１ｅｂｅ・Ｕｎｔｅｍｅｈｍｅｎｓｐａｒｋ　Ｋａｓｓｅｌたど具体的に見てみるなら疑がわし
ユ１）

い。 それは，巨大 コソツェ ルソ（Ａｋｚｏ－ｋｏｎ・ｅｍ）傘下の化学繊維会杜（Ｅ・ｋａ　ＡＧ）のイニ

ンアチブによるものであり ，「テクノロソー・ バーク」の性格が端的に示されているの

である。なお，これらの動向の推進力としては，独占のリストラクチ ュァリソグ，多角

化と集中戦略の展開，それに伴う雇用調整の進展を見逃すことはできない 。

　以上みてきたように，西ドイツの コール政権も，レーガソ，サ ッチャー政権と同様

に， 市場重視を原則に，国家による経済活動への規制を緩和し，労働市場に関わる諸観

制の弾力化と労働老の権利解体をねらっ た動きを進めてきた。コール政権下の「市場重

視の構造政策」の反労働者的性格は，ここまでの検討から明らかであろう 。「市場重視」

の立場からの議論としては，失業が労働者に与える問題を深刻にとらえて雇用危機克服

をめざすのではたく ，むしろ逆に，失業率の高いことが構造転換の進捗度をあらわすバ

回メーターだとして，雇用危機と失業を積極的に肯定し，それを賞讃する議論も西ドイ

ツにおいて生じているのである 。

　８０年代の西ドイツにおげる８０年代の「市場重視の構造政策」の基本的性格は，７０年代

のＳ　Ｐ　Ｄ政権の構造政策と大きく異なるのはもとより ，６０年代の西ドイツの構造政策と

も基本帥こ相違したものである 。Ｄ　ＧＢの構造政策に関する政策担当者であるＪｏｈａｍ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９０）



　　　　　　　　　　　“構造転換”への西ドイツ労働組合の対応（布川）　　　　　　　　 ユ２５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１…）

Ｗｅ１ｓｃｈもいうように，Ｏ　Ｅ　Ｃ　Ｄの構造政策に関する類型分げをもとにすれは，８０年代

の保守政権による「市場重視の構造政策」は，７０年代以降Ｓ　Ｐ　Ｄがめざしてきた「国家

にょる問接的誘導」を認めたｒ先見的（先回りした）構造政策」とは，国家の役割に関す

る観定ヵミ大きく異なり ，構造政策としてのタイプヵミ全く異なるものである。のみならず

８０年代の構造政策は西ドイツで過去３０年問実際に行われてきた「防衛的構造政策」（ある

産業の急激な縮小に対しては援助を政治的に認めるもの）とも基調を異にした政策でもあ私

コーノレ政権下の構造政策は，国家と労働組合運動によるｒ市場の基本的自律機能」への

介入を徹底的に排し，ｒ民問の創意と市場機構」に全てをまかせることを基本とした構

造政策なのであり ，政治的配慮から衰退部門を援助することをも一切排除するとの原則

に立つものである。労働組合が直面している８０年代の構造転換とそれを推進する構造政

策が，以上の原則にもとづくのものであることに留意しておく必要がある 。

　　 １）西ドイツにおいては，構造変動にいかに対処すべきかについてすでに１９６０年代末からコソ

　　　 セソサスづくりが計られてきた。６７年末の「協調行動」における政労使合意をもとに，６８年

　　　には，政府の構造政策の原型ともいえる「構造政策の原則」が作られ，さらに，７１年には研

　　　究者，労働組合，経営者，政府の各代表によって「経済と杜会の変化に関するコミッショ

　　　　ソ」が設立され，７３年から７６年にかげて約７５０億円を費やし膨大な量の研究報告書が提出さ

　　　れた。７７年の最終答申では，構造変動を秩序ある杜会的に支持し得るようなものとして進め

　　　るためにあらゆる対策を講じねぱならないとし，構造変動への「秩序ある適応」の戦略が提

　　　出され，構造問題に関する諮問委員会の設置が勧告された 。

　　　　 これを受け７７年には，５大研究所による新たなｒ構造報告」プ ロジ ヱクトが，労働組合の

　　　強い要求によって実現された。それは，７９年８月に「中間報告」を行い，８０年末から８１年初

　　　頭にかけて第一回「構造報告」を提出した。以後，三年ごとに報告を提出してきた 。

　　　　　この「構造報告」に対する労働組合の基本的見解はＷＳＩ－Ｍｉｔｔｅｉ１ｍｇｅｎ（以下，ＷＳＩと略

　　　記）８／１９８１．８／１９８４．を参照のこと 。

　　　　なお，この「構造報告」を検討した先行研究としては以下のものがある。佐々木昇「西ド

　　　　イソの貿易構造と産業構造調整一産業構胆調整の性格と問題点をさくる一」『世界経済評論』

　　　　８１年４月。出水宏一「西ドイツの国際競争力と構造政策」『経済系』（関東学院大学）第！４３

　　　　集，１９８５年４月。同氏『現代ヨーロッパ産業論一危機と対応』東洋経済新報杜，８６年６月 。

　　　　同氏「ヨー厚ツバ産業の活性化」『経済系』（関東学院大学）第１５０集，８７年１月。佐藤誠ｒ杜

　　　　会市場経済の行方」ｒ経済評論』８３年３月。吉田敬一「西ドイツ経済の構造変化と独占資本

　　　　の危機克服戦略」ｒ経済論集（東洋大学）』第１０巻第２号，８５年１月。相沢幸悦「西ドイツ経

　　　　済の国際競争力低下と今後の方向性（上）（下）」ｒ世界経済評論』（上）８６年５月 ，（下）８６年

　　　　６月 。

　　　２）ＲＷ１（Ｒ…１・・ｈ・一Ｗ・・ｔｆ・１１・・ｈ・・Ｉ・・ｔ１ｔ・ｔｆ・・Ｗ・・ｔ・・ｈ・ｆｔ・ｆ・…ｈｍｇ）・ル小バ・プ・舳 一

　　　　ｆ舳１１舳 肋舳ｏ肋惚ゴｇプ
伽１ｓｏ肋Ｗ〃ｓ伽アチ，Ｓｔｒｕｋｔｕｒｂｅｒｉｃｈｔ１９８３

，ｚｉｔｉｅｒｔ　ａ１ｓ　ＲＷＩ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９１）



ユ２６　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３６巻 ・第２号）

　　　１９８３，　Ｓ．７７，　９６

　　３）　こうした７０年代後半からの杜会民主党政権の政策転換については，ＩＭＳ　Ｆ研究員グルー

　　　ブ（布川訳）「西ドイツ国家独占資本主義の矛盾と危機」前川恭一監訳 ・Ｈ．ユソグ他著『西

　　　ドイツの国家独占資本主義』大月書店，１９８６年，参照 。

　　４）Ｊｏｈａｍ　Ｗｅ１ｓｃｈ　Ａｎｓａｔｚｅ　ｄｅｒ　Ｓｔｒｕｋｔｕｒｐｏｌ１ｔ１ｋ　ａ１ｓ　Ｂｅｓｃｈａｆｔ１ｇｕｎｇｓｐｏ１１ｔ１ｋ一“Ｍｅｈｒ　Ｍａｒｋｔ”

　　 ｏｄｅｒ　ｂｅｓｃｈａｆｔ１ｇｍｇｓｏｒ１ｅｎｔ１ｅｒｔｅ　Ｓｔｒｕｋｔｕｒｐｏｌ１ｔ１ｋ？一 ｗＳＩ－５／１９８５，Ｓ２６８ｆｆ

　　５）　Ｂｕｎｄｅｓｔａｇｓｄｒｕｃｋｓａｃｈｅ１ｏ／ｇ５２，ｚｉ丘．１５ｕｎｄ１６

　６）Ｇｕｔａｃｈｔｅｎ　ｄｅｓ　Ｗ１ｓｓｅｎｓｃｈａｆｔ１１ｃｈｅｎ　Ｂｅ１ｒａｔｓ　Ｂｅ１ｍ　Ｂｕｎｄｅｓｍｎ１ｓｔｅｒ１ｕｍ　ｆｕｒ　Ｗ１ｒｔｓｃｈａｆｔ ，

　　 Ｓｔｒｕｋｔｕ岬ａｎｄｅ１ｆｕｒ　Ｗａｃｈｓｔｕｍ　ｕｎｄ　ｍｅｈｒ　Ｂｅｓｃｈ註ｆｔｉｇｕｎｇ，Ｂｏｍ　Ｊａｎｕａｒ１９８５，Ｓ．７２ｆ

　７）手塚和彰，「西ドイツ労使関係の変貌と労働法の転換」（１〕（２）（３）（４）（５）， ｒ季刊労働法』ｎｏ

　　 １３８／１３９／１４０／１４１／１４２
。同氏ｒ１９８５年就業促進法（上 ・下）」ｒ日本労働協会雑誌』８６年１０月

，

　　 １１凡 ヘルムート ・デーメスｒ第一次石油危機以降の西独労働組合の政策」ｒ日本労働協会

　　雑誌』８７年５月 。

　８）上記手塚論文，参照 。
　９）　Ｈｅ１ｎｚ　Ｃｚｖｍｅｋ，Ｄａｓ　Ｒｕｈｒｇｅｂ１ｅｔｓｐｒｏｇｒａｍｍ　ｄｅｒ　ＤＫＰ，Ｍａｒｘ１ｓｔ１ｓｃｈｅ　Ｓｔｕｄ１ｅｎ　Ｊａｈｒｂｕｃｈ

　　ｄｅｓ　ＩＭＳＦ１１．１９８６

　１０）木村誠「西ドイツ経済，構造調整への諸条件」ｒ海外市場』８４年４月，など参照 。
　１１）Ｊｏｈａｍ　Ｗｅ１ｓｃｈ，Ｄｕｒｃｈ ‘Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｐａｒｋｓ ”ｚｕ　ｍｅｈｒ　Ａｒｂｅｉｔｓｐ１註ｔｚｅｎ？一Ｅｉｎｅ　ｎｅｕｅｒ

　　 Ａｎｓａｔｚ　ｄｅｒ　Ｓｔｒｕｋｔｕｒｐｏ１ｉｔｉｋ　ａｕｓ　ｇｅｗｅｒｋｓｃｈａｆｔ１ｉｃｈｅｒ　Ｓｉｃｈｔ一 ｗＳＩ－１／１９８５

　１２）　Ｏ　Ｅ　ＣＤ編『積極的調整政策　先進国におげる産業構造調整への提言』金融財政事情研究

　会，１９８４年，ＰＰ
．１６７－８

。

第２章ＤＧＢ「雇用重視の先見的構造政策」構想の検討

　では，保守政権の「市場重視の構造政策」に対して，Ｄ　Ｇ　Ｂは，８１年綱領に掲げた

「保護 ・捗成の二重の任務」にもとづいて，どのように対応してきたのであろうか 。

　（１）　「市場童視の構造政策」に対するＤＧ　Ｂの批判

　１９８３年以降，保守政権による「市場重視」の経済政策 ・構造政策の反労働者的「成

果」が現われてくるなかで，Ｄ　ＧＢは保守政権への批判を強めてきた 。

　１９８６年５月のＤ　Ｇ　Ｂ第１３回大会において，Ｅｍｓｔ　Ｂｒｅ１ｔ　ＤＧＢ会長は，保守政権によ

って戦争への危険が高められ，環境破壊，貧困がもたらされていると指摘し，保守政権

の依拠する福祉国家を敵視する思想潮流との政治的対立が必然であると述べ，ｒ新保守

主義による杜会改造に対し，あらゆる力で低抗する」と宣言した 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９２）



　　　　　　　　　 “構旭転換”への西トイソ労働組合の対応（布川）　　　　　　　　１２７

　「（保守政権は）国家が古輿的機能に逆戻りすべきだとしている。そ汕こよれば，国家は国内国

外の体制を保障するものであり，労働者の権利を押さえ，所有権を守るものである。基本法に定

められた福祉国家規定は，厄介な条項にすぎないと睡められたのである 。

　（保守政権は）対外安全保障のためＮＡＴ　Ｏ同盟への便斜を強め，盲目的な反共主義をあお っ

ている。盲目的な反共主義は，国内体制維持の基本にもなっている。それによっ て左翼への規制

が強まり ，右翼は容認され，外国人労働者への敵意があおられている。……（中略）…・・

　労働組合は，新保守主義による杜会改造に対し，あらゆる力で抵抗する 。

　労働組合は，需要供給法則が労働市場を完全に支配するのを阻止する 。

労働組合は，事業所と行政において，労働力を経済の要求にあわせてフレキシブルにすること
　　　　１）
を阻止する」 。

　このようにＤ　Ｇ　Ｂは，あらゆる政策分野において保守政権との対決姿勢を強めてきた

のである。では，Ｄ　Ｇ　Ｂは保守政権のｒ市場重視の構造政策」をどのように批判し ，
　　　　　　　　　　　　　　　　２）
それに抵抗してきたのであろうか 。

　まず，保守政権がｒ市場重視の構造政策」の第一の柱として，労働老の諸権利を解体

し， 労働市場におげる流動性を高めようとしてきたのに対し，Ｄ　Ｇ　Ｂは，被雇用者の流

動性はすでにかなり高いとの認識にたち，ｒ市場の白由」拡大の立場からでは雇用確保

と雇用創出を結果せず，むしろ失業克服にとっ て逆効果をもたらすと批判してきた 。

　Ｄ　Ｇ　Ｂは，労働力保護に関わる国家規制を緩和し，それによっ て労働市場を市場原理

にまかせようとする政策に強く反対し，「人間的な労働」の創出を構造政策の基本とす

べきであると主張してきたのである 。

　　「労働力保：護規制に関して，民営化，規制緩和，“適応”措置をつうじて，市場の自由を拡大し

　ようという試みがなされているが，…… こうした戦略は，新たた人間的た質の仕事を生み出すこ
　　　　　　　　　　　　３）
　　とにつながらないのである」 。

　第二に，「市場重視の構造政策」の柱として保守政権が重点的に進めてきた「テクノ

ロジー・ バーク」の創設については，Ｄ　ＧＢは，実はそれが独占資本の主導のものであ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
り， しかも，雇用創出につながらないと批判してきた。Ｄ　Ｇ　Ｂは中小企業の保護を綱領

的立場としているが，ｒテクノロソー・ ハーク」を担うヘソチャー資本とは先に見たよ

うに，実際のところ独占資本の系列のものにほかならたいのである。しかも ，ｒテクノ

ロジー・ パーク」の創設は地域の雇用を増加させず，かえ って誘致をめぐっ て地域間の

不均衡と競争の激化をもたらすものであると ，Ｄ　Ｇ　Ｂは批判してきた 。

　ここで，保守政権 ・資本がいうところの技術 ・研究開発の遅れと国際競争力の低下と

いう問題に一ついて，Ｄ　Ｇ　Ｂは，それはたんに特許統計をもとにしただげの議論であり ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９３）



１２８　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３６巻 ・第２号）

それだげでは研究開発活動の実際の成果を計ることはできないと反論してきた。しか

も， 労働組合からするなら「たとえある分野で，国内の研究の遅れが見逃せないとして
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
も， それは輸出セクターの競争力の弱化を直接もたらすものではたい」。焦点とな って

いるマイク肩 ・エレトロニクスを例にとるなら，Ｄ　ＧＢによれぱ，経済の国際化を前提

とするなら「競争力の高い製品を発展させるには，マイクロ ・ヱレクトロニクスを既存

の技術に最大限統合する能力こそが重要なのである。　　 マイクロ ・エレクトロニクス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
・チッ プの国内製造がどうしても必要ということにはならない」というわげなのであ

る。

　第三に，Ｄ　Ｇ　Ｂは，ｒ市場重視の構造政策」のもとで補助金の解体がすすみ，国家投

資が削減されたことによって，失業を始めとする構造転換による「杜会的 コスト」が増

大し，その負担は労働者に一方的に被せられていると非難してきた。すなわち，「市場

重視の構造政策」によっ て， 衰退セクターにおいて既存の雇用 ・仕事が解体され，解雇

された被雇用老の資格は引き下げられてしまい，さらに，企業倒産，事業所閉鎖が促進

されることによっ て， 長期的にはまだ必要な生産能力が解体されてしまうという国民経

済的 コストが増大してきたのである 。

　Ｄ　Ｇ　Ｂは，「市場重視の構造政策」か失業，雇用危機という「杜会的コスト」を意図

的に増大させていると強く非難している 。Ｄ　Ｇ　Ｂによれぱ，８０年代の構造転換の特徴は

第１表雇用の推移

・…年１・…年１・…年 ６７年から７５年まで ７５年から８３年まで

変　　化 変　　化
（単位千人）

千人 ％ 千人 ％

総　　　　計 ２５，８０４ ２５，７４６ ２５，１２６ 一５８ 一０．２ 一６２０ 一２．４

農　林　業
２， ６３８ １， ７７３ １， ３７１ 一８６５ 一３２．８ 一４０２ 一２２．７

製　造　業
１２，２４９ １１ ，６１０ １０，５１４ 一６３９ 一５．２ １， ０９６ 一ｇ ．４

鉱山エネルギー ５８２ ５１４ ５０２ 一６８ 一１１ ．７ 一１２ 一２．３

加　工　業
９， ４１８ ９， １０６ ８， １２４ 一３１２ 一３ ．３ 一９８２ 一１０．８

建　築　業
２， ２４９ １， ９９０ １， ８８８ 一２５９ 一１１ ．５ 一１０２ 一５．１

個人サーピス
８， １４０ ８， ７８７ ９， ２１８ 十６４７ 十７．９ 十４３１ 十４．９

商業流通
４， ７０９ ４， ８５７ ４， ７３１ 十１４８ 十３ ．１ 一１２６ 一２．６

サ　ー　ビ　ス
２， ７７４ ３， ２１０ ３， ６５８ 十４３６ 十１５ ．７ 十４４８ 十１４．０

家業従事
６５７ ７２０ ８４７ 十６３ 十９ ．６ 十１２７ 十１７．６

公　　　　務
２， ７７７ ３， ５７６ ４， ００５ 十７９９ 十２８．８ 十４２９ 十１２．Ｏ

（出所）ＷＳＩ－Ｍｉｔｔｅｉｌｍｇｅｎ５／１９８５Ｓ ・２６６

（２９４）
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“雇用に中立でなくな った”ことにある。そのもとで，保守政府 ・資本のｒ市場重視の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
構造政策」が，失業 ・構造的雇用危機を意図的に作り出してきたのである。すなわち ，

すでに７０年代以来，各産業部門とも代替的雇用を保障する勢いはなくなり ，国民経済的

にも雇用総量は停滞するたど，構造転換が “雇用に中立でなくな った
’’

状態となってい

た。 その実態を産業部門ごとに見たのが下の表である〔第１表，参照〕。 この表からわ

かるように，仕事（Ａ・ｂｅｉｔ・ｐ１ａｔｓ）の失われる規模が長期問にわたって急増しており ，な

かでも製造業におげる雇用の減少が加速化している。７０年代半ぱに広範に流布していた

「衰退産業部門の
‘‘

縮小ポテソシャル
’’

は汲み尽され，雇用削減の勢いは６０年代程では

なくたるだろう」との楽観的期待は，完全にはずれてしまっ た。 また，流通 ・運輸 ・交

通業での雇用増が頭打ちになっているのも見てとれよう 。これと国家による雇用増加が

停滞したこととが相まっ て， 第三次産業による雇用吸収力は低下してきた。ここから ，

Ｄ　ＧＢは，第三次産業が第一次 ・二次産業の代替的雇用保障を補償するのは，もはや困

難とたったと結論するのである。しかも，生産性は各部門で上昇してきた。新規設備投

資が停滞し，合理化投資，補充投資が高い割りあいを占めてきにもとで，資本主義的合

理化による生産性上昇，雇用削減，雇用危機の深刻化という事態が同時進行してきた 。

まさに，Ｄ　Ｇ　Ｂのいう「生産の伸びと労働生産性上昇とのシ ヱーレ」 ・「生産性上昇と雇

　　　　　　　８）
用量とのシエーレ」が拡大するという事態が進展してきたのである 。

　こうしたもとで，保守政府 ・資本の「市場重視の構造政策」は，衰退産業への補助金

を削減し，雇用を解体してきたのである。加えて国民経済全体にとっ て見落とせないこ

とに，保守政権は国民の杜会的二一ズを顕存化するための国家投資を削減し，それによ

って需要不足を生じさせてきたのである。保守政府 ・資本はこれによっ て失業 ・構造的

第２表失業の増大

失業登録 公式失業率 予備軍 失業者総計
（単位千人） （％） （単位千人） （劣）

１９８０ ８８９ ３． ８ ６２２ １， ５１１

１９８１ １， ２７２ ５． ５ ７４８ ２， ０２０

１９８２ １， ８３３ ７． ５ ９５０ ２， ７８３

１９８３ ２， ２５８ ９．
ｉ １， １８１ ３， ４３９

１９８４ ２， ２６６ ９． １ １， ２７４ ３， ５４０

１９８５ ２， ３０４ ９． ３ １， ２３０ ３， ５３４

１９８６ ２， ２２５ １， １９３ ３， ４１８

（出所）Ｍｅｍｏｒａｎｄｕｍ ’８６．Ｓ ．３８

（２９５）
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雇用危機を意図的に作り出してきたのである 。Ｊ　Ｗｅ１ｓｃｈはこの点を次のようにのへ

ている 。

　　「増犬し続げる雇用問題の中心的原因は，生産増加が著しくかつ長期的に停滞していることに

　ある 。８０年代以降，私的セクターにおいて，販売機会の後退が投資過程の障害となってきたので

　ある 。・…・・この販売機会の後退は，存在している杜会的二一ズを，市場の誘導では生かすことが
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
　できず，逆にそれを妨げているためのものである」 。

　このように．８２年以来コール政権下で，失業が政策的に増大させられてきた結果，８３年

から８６年にかげて失業率は９％台に達し，ｒ失業者総数」は，３４０万人台を越えるものと

なった〔第２表，参照〕。

　かくして，「市場重視の構造政策」がもたらす労働 ・生活に関わる負担は増大するぱ

かりであり ，Ｄ　ＧＢはそれに対抗する運動を強めずにはおかたい。Ｄ　ＧＢは「８３年構造

報告」を批判的に検討し，それをもとにつぎのように述べている 。

　「近い将来経済的構造変動の問題が一層激化することが予想されるが，こうした事態に直面し ，

保守的な構造政策は，あらゆる部門と地域の人々の生活を脅かしかねないリスクを合んだものと

なっ ている。当該の人六の生活 ・労働条件が，市場による誘導の原理への生貿に捧げられてしま

う危険がある 。

　市場による誘導が罷り通っているが，市場は杜会性のある誘導を全く成し遂げてはこなか っ

た。 構造的危機に直面した部門や地域において，仕事が失われることによって近い将来労働組合

の低抗が重大な高揚を迎えるであろう 。

　労働組合の低抗は，直接には犬量解雇や事業所閉鎖をさせない職場からの低抗である。そこで

は， 労働組合は，長期展望にたって地域 ・産業部門の長期開発計画と，その誘導のための独自の
　　　　　　　　　　　　１０）
提案も提起しつつ低抗している」 。

　（２）　１）ＧＢ「雇用童視の先見的栂造政策」杜想の基本的内容

　Ｄ　Ｇ　Ｂは構造転換に対して，上に引用した「８３年構造報告」への見解で述べているよ

うに，直接には大量解雇や事業所閉鎖をさせず，構造転換と合理化の諸結果から労働老

を守る職場からの低抗を強めてきた。同時にＤ　ＧＢは，先見的かつ長期的展望にた っ

て， 地域 ・産業部門の長期開発計画を策定し経済活動を誘導するため，独自の構造改革

プラソも提起し，低抗してきた。つまり ，ＤＧ　Ｂは，「市場重視の構造政策」が進めら

れるのに一対し，緊急不可欠な保護対策を求めると同時に，杜会改革を展望した
‘‘

雇用重

視の先見的構造政策
’’

構想の実現をめざしてきたのである 。

　まず，「市場重視の構造政策」がもたらす諸結果からの保護を求めた防衛闘争の側面

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９６）
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を見てみよう 。Ｄ　Ｇ　Ｂは，大量解雇や事業所閉鎖に反対し，既存の雇用を確保し
，新規

雇用の創出を求めてきた。また，やむを得ず職場 ・職種の転換をしたげれぱたらない場

合には，労働老の資格
・労働能力を高めるための手だてを尽くさねばならないとし・こ

れに逆行する「市場重視の構造政策」に低抗してきた。Ｊ．Ｗｅ１ｓｃｈはつぎのように述

べてし ・る 。

　　 ｒどんた場合でも，大量解雇を回避しなければならないぺのため・撲業短縮
・早期退職専士

）

　週労働時間の短縮など，既存の雇用を確保：し新規雇用を創出するあらゆる措置の活用を求める」 。

　　 ｒ労働力の流動性は，資格 ・質を向上させる再訓練措置によって高められねぱならないのに ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
　市場重視の構造政策ではこれが出発点にな っていない」 。

　こうした対応に見られるように，構造転換に対するＤ　Ｇ　Ｂの基本姿勢は，構造転換に

よるメリツトを最大隈拡大し，かつ，労働老にとっ ての コスト及び杜会全体にとっての

コストを最小にするという態度である 。Ｄ　Ｇ　Ｂは，市場原理にまかせて労働老だけに一

方的かつ急激に重い負担をかけるのではたく ，企業の責任を明確にさせ，ｒ杜会的に適

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
合的といえる構造変動」を推進するという姿勢を基本としてきた。構造転換による杜会

的コストの削滅を基本方針とするＤ　Ｇ　Ｂは，始めから解雇を前提としてそれへの補償と

職場 ・職種転換への援助を求めるのではなく
，「市場まかせ」の事業所閉鎖 ・大量解雇に

反対する防衛闘争に敢組み，労働時問短縮を雇用創出策として位置づげ，合理化反対
・

労働時間短縮闘争を広範に展開しようとしてきたのである 。

　ただし，Ｄ　ＧＢは，衰退産業都門での雇用確保の可能性については，現状のもとで

「従来の仕事が全て確保されるかどうかは，その部門及び企業の具体的条件次第なので

あ罰
という立場にたってきた。そうい／意味では，… 　は・衰退産業都門を断固

「保存」するという方針ではないことが見て取れる ・

　それゆえ，市場まかせのｒ安楽死」をやめさせ，ｒ杜会的に適合的」といえる構造変

動を移成するには，地域
・産業都門における資本活動を先見的に誘導するとの課題が重

要となる。ＤＧＢは，杜会改革を実施し，それによっ
て先見的誘導を行うことをめざ

し， 独自の構想も提起しつつ「市場重視の構造政策」に低抗してきたのである。つぎに ，

　この労働組合の移成任務に関わる側面を見ていこう 。

　　
「市場重視の構造政策」に対抗し，需要サイドの要因こそ雇用危機克服の

‘‘

カギ”だ

　とするＤ　Ｇ　Ｂは
，経済政策全体を転換させ，経済の民主化をはかり ，そのもとで環境保

護・ 住宅 ・都市 ・交通 ・教育分野への公的投資を拡大し
，それを通じた「質的成長」を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９７）
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促進することをめざしてきた・構造政策の分野でも，ｒ市場重視の構造政策」の進展に

歯止めをかげるのはもとより ・構造政策そのものを雇用問題に解決に貢献するｒ雇用重

視の構造政策」へ変えなげれぽならないとしてき岩１・・。のいうｒ雇用重視の構造政

策」とは・「雇用を確保し・私的 ・杜会的潜存需要を開発する」のを目標にしたもので

あり ・それは・ｒ質的成長の目標にそ って，国民経済的生産基盤を，また，私的部門を
　　　　　　　　　　　　１６）
再構成する機能をはたす」ものである

。

　この「雇用重視の構造政策」の政策上の核心は，どのようにして先見的な対応を行 っ
ていくかという点にある。Ｄ　ＧＢは，保守政権の「市場重視の構造政策」が「市場の調

整機能まかせ」ということで・企業活動の１ス ・市場予測や製品計画におげる経営側の

誤りを増幅し，構造変動下の雇用危機を深刻にしたと批判してきた。誤った企業活動が

引き起こす雇用危機へ・後追い的に対応するのでなく ，それへ先見的に対応するには
，

国家が・いかに情報の流れへの関与を強め，いかなる手段を用いて私的資本活動の誘導

．規制を強めるかが・ポイソトなのである。Ｄ　Ｇ　Ｂのｒ先見的構造政策」構想は，経済

活動への国家規制の強化を求めるこの点において，ｒ市場重視の構造政策」と真っ向か

ら対立したものとな っている・Ｊ・Ｗ・１・・ｈはｒ国家の倣任務」という概念を用いて
，

国家のはたすべき役割を強調している
。

　　 「従来の構造政策の実践か蝪らかなように，調整されていない多様な臨時的（・・一・。ｃ）な介
入は・その効果や概要をつかむことが１まとんどできないものである

。反作用的（。。。・ｔｉ。。）鵬

造政策でなく ・先見的構造政策によっ てこそ国家が形成任務を大幅に獲得でき姐
彼によれぱ・「先見的構造政策」において国家がはたすべき役割及びその政策手段は

，

つぎのようなものである
。

　　 「それ（先見的構造政策）は国家を重大な形成任務を持つものと位置づげるものである
。国家

は諸取り引きに関する市場参加者の予見能力を強化させねぱならない
。それにょっ て将来的成長

　が見込まれる生産領域への参入が早まり，衰退セクターからの時機をえた撤退が可能となるので

　ある 。

　　 この構想においても，市場による誘導が重要な役割を担う 。しかし，国家が国民経済的構造変
　動のテソポや方向に大きな影響を与えるべきことがより重視されている

。

　　その手段としては，長期的構造プ 回ジ ェクトの策定，各経済領域に対する将来予測清報の供与
がある・さらに・国家は・目的の設定さ櫛助金を贈与し・生産量政策を用いることによ１経
　済にイソパクトを与え，聞接的な指揮を行う」

。

　こうしたＤ　ＧＢの「先見的構造政策」の大筋は，すでに８１年綱領に展開されていると

ころである・Ｄ　Ｇ　Ｂのいうｒ雇用重視の先見的構造政策」の政策諸手段を綱領の筋に沿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９８）
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って整理するなら，つぎの通りである 。

　第一に，Ｄ　Ｇ　Ｂは，上の引用にもあるように，ｒ長期構造プ ロジ ヱクトの策定」，業種

ごと ・地域ごとのｒ将来予測の精綾化」を提起してきた。それは，国家のｒ構造報告」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ９）
において地域ごとのｒ部門報告」を行なわせ，国民経済の大綱計画を産業部門と地域ご

とに策定することを求めるものであり ，国家予算を使ってある一定期問の国民経済の発

展のための目標を設定せよという要求である。これによっ て私的経済領域や個別経済単

位の自由た決定に必要たガイドライソを与えることができる。ただし，これは国家によ

る直接的規制をあらゆる私的経済領域に広げよというのではなく ，観制の厳しい義務的

民主的経済計画化は国家機関にのみ該当するとＤ　Ｇ　Ｂは対象を限定している 。

第１図　先見的構造政策システム

国民経済の大網計画 国 家

（Ｖ ｏｌｋｓｗｉｒｔｓｃｈａｆｔｌ１ｃｈｅｒ　Ｒａｈｍｅｎｐ１ａｎ）
（Ｓｔａａｔ）

指標（Ｏ

｛鮎）
経済 ・社会委員会（Ｗ１ＳＯ

－Ｒａｔ） 労１動組合

地±戎 音５門 地±或
（Ｇｅｗｅ・ｋｓｃｈａｆｔ）

■

（ｒ・ｇ１…１） （・・ｇｉ・・ａｌ） （ｓｅｋｔｏｒａｌ）

］▲

企 業 監査役会

（Ｕｎｔｅｍｅｈｍｅｎ） （Ａｕｆｓｉｃｈｔｓｒａｔ）

情報（ｌｎｆｏｒｍａｔｉｏｎｅｎ）

市 場

（Ｍａｒｋｔ）

（出所）拙稿「Ｄ　Ｇ　Ｂ８ユ年基本綱領と西ドイツ労働組合運動」（下）『立命館経済学』第３４巻第６号ｐ ．１５８。

　　　　　　　　　　　　　　　　（２９９）
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　第二に，Ｄ　Ｇ　Ｂは補助金を先見的誘導の政策手段として位置づげてきた。Ｄ　ＧＢは ，

減価償却や賃金 コストなどに対する補助金を，資本蓄積を利するだげのｒ純粋な利益補

助金」とみたしてはいない。Ｄ　Ｇ　Ｂは，それを拒絶するのでなく ，投資誘導の手段，雇

第２図　職業安定所ごとの失業率（１９８４年）

勺

口６％まで

鰯６－ｌＯ％

彗１０－１４％

■１４％以上

（出所）Ｄｉｅ　Ｇｅｗｅｒｋｓｃｈａｆｔｅｒ，９／１９８５Ｓ ．４７
．

　　　　　　　　　　　　　　　（３００）
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用政策の補足的措置と位置づげてきたのである 。

　第三に，Ｄ　Ｇ　Ｂは綱領において，杜会的企業会計と会計公開の法制化を，雇用重視の

先見的構造政策のための制度要求としてきた。Ｄ　Ｇ　Ｂは国家による価格 コソトローノレを

要求するものではないが，企業のかってな価格行動を防止する手段として，市場支配的

企業の原価計算と価格形成の公開を要求している 。

　第四に，Ｄ　ＧＢは国家機関として「投資報告所」を設置せよと要求している。企業に

対し，投資の規模と内容の報告を義務づげ，それをもとに国家機関が，企業の投資活動

を監視し，調整するのである 。

　第五に，国民経済および地域経済政策の共同決定機関として，ｒ経済 ・杜会委員会

（Ｗｉｒｔｓｃｈａｆｔｓ－ｓｏ・ｉａ１ｒ葛ｔｅ）」の設立をＤ　ＧＢは綱領に掲げている。これが，構造政策の改革

にとっ て“かなめ”としての意味を持つのである 。

　第六に，経済権力を コソトローノレするには，キイ産業と市場支配的企業を共同所有に

移す必要があるとして，Ｄ　ＧＢはその杜会化を要求している 。

　Ｄ　Ｇ　Ｂ　ｒ先見的構造政策」の政策諸手段はこうしたものであり ，穐互関係を体系化す

るたら，図に示したように，ｒ経済 ・杜会委員会」を
‘‘

かなめ”とする構想である〔第

１図，参照〕。 前稿で見たごとく ，この制度要求は，７０年代以降のＤ　Ｇ　Ｂの運動の到達

点を反映したものであり ，これが綱領上の要求項目に取り入れられたことによっ て，
８０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
年代のＤＧＢの運動は新たた手がかりをえていたのである。なかでも８０年代の地域問題

の深刻化を背尉こ， 地域 レベノレのｒ地域経済 ・杜会委員会」の設立の必要性が，ｒ市場

重視の構造政策」との対抗関係のなかでますます高まっ ている・というのは「市場重視

の構造政策」によって，構造不況業種が一定のｒ立地点」に集中するという７０年代から

の地域問題か，今や危機的段階を迎えているからである。石炭 ・鉄鋼業や，造船業など

第３表失業率ごとの職業安定所数

　　　　　　　　　　　失　　　業　　　率
１％未満Ｉ１－６％Ｉ６－８％１８－１０％１１０－１２％Ｉ１２－１４％１１４％以上

１９７０　　　９７

１９７５　　　－

１９８０　　　　－

１９８３　　　－

１９８４　　　一

４５

１１６

１２７

　６

　９

２１

１４

３１

２９

４

１

２７

２６

１

４２

３５

２１

２３

１５

２０

（出所）Ｄｉｅ　Ｇｅｗｅｒｋｓｃｈａｆｔｅｒ・９／１９８５Ｓ ・４６

　　　　　　　　　　　　　　（３０１）



　ユ３６　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３６巻 ・第２号）

衰退産業が集中したこうした地域では，８０年代の保守政権の政策によっ て， 雇用危機

が一層深刻化し，地域の存続さえ問題となってきたのである。こうして８０年代に入る
と・ 全国平均をはるかに越える失業率を抱える地域と失業率の低い地域との地域間不均

衡が拡大してきた〔第２図，及び第３表，参照〕。 地域間格差が拡大し，資本の誘致な

どをめくっ て地域の生き残りをかけた地域問競争が激化し，深刻た問題とた っている 。

これらの地域的雇用問題を除去するには，その地域に応じた措置と戦略が必要なのであ

る。 「労働者の利害を先見的 ・計画的経済政策の構成要素とさせる」ことを目標とした
　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）
「経済 ・杜会委員会」を設立することが，そして，それによっ て資本家団体の持つ地域

政策 ・産業政策への排他的支配権を打破し，補助金や企業立地への援助手段を活用し
，

私的企業の投資行動を労働者の保護と自己移成を保障する方向へと誘導することが，ま
た， 「生活の質」を高める杜会基盤建設を推し進めることが，ＤＧＢにとっ て急を要す

る課題とたっているのである 。

　以上で見てきたように，Ｄ　ＧＢは，「雇用重視の先見的構造政策」を掲げ，市場原理

まかせでなく ，国家による誘導 ・観制を強化しようとしてきた。その際，「国家による

問接的誘導」を・労働組合の参加，共同決定で補おうとしてきたところに，Ｄ　ＧＢの特

徴を見ることができる。重要な意義の与えられたｒ経済 ・杜会委員会」の設置要求は ，

労働組合の参加によっ て， 資本家団体の権隈を観制すべきものであり ，さらに，行政の

民主化，ピューロクラシーの解体を展望したものであ った。国家の経済過程への介入の

あり方，およびそこへの西ドイツ労働組合の関わり方を論じる上で，この点に着目して

おく必要がある・その際・労働組合運動として重要たのは，参加 ・共同決定の内実が ，

労働組合の主体的力量によっ て観定されるということである。Ｄ　ＧＢは国民経済全体に

関わる経済計画の代案を上から提起するのではなく ，下からの自主的運動によっ て， 積
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
み上げていくべきことを８０年代の運動の基本としてきたのである。保守政権へと政権が

移行し，資本によっ て労働組合を敵視した組合弱体化政策が露骨に進められてきたもと

では，ｒ雇用重視の構造政策」の諸手段を労使バートナー的合意にもとづいて実現する

可能性はなくなっている。Ｄ　ＧＢのいう労働組合の
‘‘

自主的な力
’’

の発揮がまさに求め

られるところである。犬量解雇と失業をもたらすｒ市場重視の構造政策」に対決し，Ｄ

ＧＢは，当面の雇用保障のために，労働時間短縮闘争を実践上の最重点方針に掲げてき

た（ｒ保護任務」の実現）。 この
‘‘

自主的な力
’’

が資本活動の規制 ・誘導，参加をつうじて

経済の民主化 ・杜会改革（ｒ形成任務」の実現）を推し進めるのである
。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３０２）



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
“構造転換”への西ドイツ労働組合の対応（布川）　　　　　　　　

１３７

　　こうした運動は８０年代にどのように展開してきたのであろうか，西ドイツ最大の産別

組合であり ，衰退部門を集中的に抱えた，左派組合の代表であるＩ　Ｇメタルの動向を見

ておこう 。

１）　 Ｅｍｓｔ　Ｂｒｅ１ｔ，Ｇｅｇｅｎ　ｄ－１ｅ　ｎｅｏｋｏｎｓｅｎａｔ１ｖｅｎ　Ｇ
ｅｓｅ１１ｓｃｈａｆｔｓｖｅｒａｎｄｅｒｅｒ　ｍ１ｔ　ａ１１ｅｒ　Ｋｒａｆｔ　ｚｕｒ

Ｗｅｈｒ　ｓｅｔｚｅｎ！， Ｄｉｅ　Ｑｕｅ１１ｅ６／１９８６，Ｓ．３２５－３２８ －

２）　
ここでは，ＤＧ　Ｂの経済杜会研究所（ＷＳ　Ｉ）の研究者であり ，ＤＧ　Ｂの構造政策に関わ

　　る理論的政策的展開を中心になって担ってきたってＪ・Ｗｅｌｓｃｈの以下の論文をもとに・Ｄ

　　Ｇ　Ｂの「雇用重視の先見的構造政策」を検討する 。

　¢Ｊｏｈａｍ　Ｗｅ１ｓｃｈ，Ｓｔｒｕｋｔｕｒｗａｎｄｅ１ｕｎｄ　Ａｒｂｅｉｔｓｌｏｓｉｇｋｅｉｔ　Ａｕｓｇｅｗ註ｈ１ｔｅ　Ｅｒｇｅｂｎｉｓｓｅ

　　　ｄｅｒ　Ｓｔｒｕｋｔｕｒｂｅｒｉｃｈｔｅｒｓｔａｔｔｕｎｇ，ＷＳＩ－８／１９８１

　　　　Ｊｏｈａｎｎ　Ｗｅｌｓｃｈ，Ｇｅｓａｍｔｗｉｒｔｓｃｈａ廿１ｉｃｈｅ　Ｅｎｔｗｉｃｋｌｕｎｇ
，ｔｅｃｈｎｉｓｃｈｅｒ　Ｆｏｒｔｓｃｈｒｉｔｔ　ｕｎｄ

　　　Ｂｅｓｃｈａｆｔ１ｇｕｎｇ　ａ１ｓ　Ｐｒｏｂ１ｅｍ　ｄｅｒ　ａｃｈｔｚ１ｇｅｒ　Ｊａｈｒｅ，ｗｓＩ－４／１９８２

＠Ｊ・ｈ・ｍＷ・１・・ｈ，Ａ・Ｂ・・ｈ・・ｄ・１，Ｂ・…ｈ…ｔ・・ｋｔ・・ｗ・・ｄ・１・・ｄＢ…ｈ・ｆｔ・ｇｍｇ・ｅｎｔ．

　　　ｗｉｃｋｅ１ｕｎｇ，ＷＳＩ－１１／１９８２

　Ｊ・ｈ・ｍＷ・１・・ｈ，Ｄｉ・ ’Ｐ・・ｄ・ｋｔｉ…一
Ｐ・・ｄ・ｋｔｉ・ｉｔ・ｔ・一Ｓ・ｈ…ＬＡ・ｇ・ｍ・・ｔ…ｄＦ・ｋｔｅｎ

　　　Ｂｕｎｄｅｓｒｅｐｕｂｌｉｋ　Ｄｅｕｔｓｃｈ１ａｎｄ一 ＷＳト６／１９８３

　Ｊ・ｈ・ｍＷ・１・・ｈ，Ｈ・・ｔｍ・ｔＳ・ｉｆ・・ｔ，Ｒ・ｇｉ…１・
Ｂ…脆ｆｔｉｇ・・ｇ・ｐ・１ｉｔｉｋ・・ｄｕｂｅ「’

　　　ｂｅｔ１ｉｂ１ｉｃｈｅ　Ｍｉｔｂｅｓｔｉｍｍｕｎｇ，ｗＳＩ－１２／１９８３

　　　　Ｊｏｈａｎｎ　Ｗｅｌｓｃｈ，Ｒｅｇｉｏｎａ１ｅ　Ｂｅｓｃｈ註ｆｔｉｇｕｎｇｕｓｋｒｉｅｓｅｎ　ｍｄ　ｉｈｒｅ　Ｂｅｋきｍｐｕｎｇ　ａｕｓ　ｇｅ －

　　　ｗｅｒｋｓｃｈａｆｔ１ｉｃｈｅｒ　Ｓｉｃｈｔ
，ｉｎ，Ｗ〃ｓｏ加グチｓ伽畑伽３ヅ２ｇ｛ｏ舳ゴ〃Ｇ２ｇ舳舳伽，ｓｐｗ

＿Ｓｏｎｄｅｒｈｅｆｔ

　　　４，Ｂｅｒ１ｉｎ（Ｖアｅｓｔ） ，１９８３

　　¢　Ｊｏｈａｍ　Ｗｅ１ｓｃｈ
，Ｓｔｒｕｋｔｕｒｗａｎｄｅ１ｉｎ　ｄｅｒ　Ｗａｃｈｔｕｍｓｋｒｉｓｅ　ａ１ｓ　ｓｔｒｕｋｔｕｒｐｏｌｉｔｉｓｈｅｓ　Ｐ１ｏ

－

　　　ｂｌｅｍ　ｄｅｒ　ａｃｈａｔｚｉｇｅｒ　Ｔａｈｒｅ　ＷＳＩ－８／１９８４

＠Ｊ・ｈ・ｍＷ・１・・ｈ，Ｄ…ｈ “Ｔ・・ｈ・・１・ｇｉ・ｐ・・ｋ・
”・・ｍ・ｈ・Ａ・ｂ・ｉｔ・ｐ１・ｔ…？一Ｅｉ…ｅｕｅ「

　　　Ａｎｓａｔｚ　ｄｅｒ　ｓｔｒｕｋｔｕｒｐｏ１ｉｔｉｋ　ａｕｓ　ｇｅｗｅｒｋｓｃｈａｆｔ１ｉｃｈｅｒ　Ｓｉｃｈｔ一 ｗｓＩ－１／１９８５
・

　　（ｇ　 Ｊｏｈａｎｎ　Ｗｅｌｓｃｈ
，Ａｎｓａｔｚｅ

　ｄｅｒ　Ｓｔｒｕｋｔｕｒｐｏ１ｉｔｉｋ　ａ１ｓ　Ｂｅｓｃｈ註ｆｔｉｇｕｎｇｓｐｏ１ｉｔｉｋ＿‘ Ｍｌｅｈｒ

　　　Ｍａｒｋｔ・ ｏｄｅｒ　ｂｅｓｃｈ註ｆｔｉｇｕｎｇｓｏｒｉｅｎｔｉｅｒｔｅ　ｓｔｒｕｋｔｕｒｐｏ１ｉｋ？ｒ　ｗＳＩ－５！１９８５

＠Ｊ・ｈ・ｍＷ・１・・ｈＫ・ｍ…１・Ｗ
・・ｔ・・ｈｆｔ・ｆ・・ｄ・…ｇ・ｗ… ｈ・・ Ａ・・１・ｄ１・・ｇ・ｋ・・ｋ・・・…

　　　　ｕｎｄ　Ｂｅｓｃｈ註ｆｔｉｇｕｎｇｓｐｏ１ｉｔｉｋ，、ｖＳＩ－１１／１９８６

　　◎　Ｊｏｈａｎｎ　Ｗｅユｓｃｈ，Ｇ舳淋伽ア肋舳６Ｓ左７〃肋閉舳〃・Ｂｕｎｄ
－Ｖｅｒ１ａｇ・１９８６

　　　　　以下，Ｊ．Ｗｅ１ｓｃｈの論文はこの番号をもって示丸
３）　Ｊ ．　 、ｙｅ１ｓｃｈ，　　Ｓ・２７０

４）Ｊ．Ｗｅ１ｓｃｈ，＠

５）　Ｊ．　Ｖアｅ１ｓｃｈ，（）Ｓ ・４５１ｆ

６）　Ｅｂｅｎｄａ

７）　Ｅｂｅｎｄａ，Ｓ・４４０ｆ

８）　Ｊ．　Ｖ７ｅ１ｓｃｈ，　Ｇ）

（３０３）



１３８　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３６巻 ・第２号）

　　ｇ）Ｊ．Ｗｅｌｓｃｈ，＠Ｓ．２７０ ．

　１０）ＷＳＩ・Ｗ１ｒｔｓｃｈａｆｔ１１ｃｈｅ　Ｓｔｒｕｋｔｕｒｐｒｏｂ１ｅｍｅ　ａ１ｓ　ｇｅｗｅ１ｋｓｃｈａｆｔｓｐｏ１１ｔ１ｓｃｈｅ　Ｈｅｒａｕｓｆｏｒｄｅｒｍｇ

　　　ｗＳＩ－８／１９８４，Ｓ．２

　１１）Ｊ．Ｗｅ１ｓｃｈ，＠Ｓ．２７３ ．

　１２）　Ｅｂｅｎｄａ，Ｓ．２７０

　１３）構造転換がもたらす「実現可能なメリット」として，労働組合は，新たなニコロ ジー的条

　　　件に対応すること（環境汚染の削減 ・生産過程におげる原材料ニネ ノレギーの集約化），潜在

　　　的二一ズの顕在化，価値の高い新たな資格の仕事を創造することをあげている。他方，構造

　　　転換がもたらすコストとしては，衰退セクターにおいて，既存の雇用が解体されること，解

　　　雇された被雇用者の資格が引き下げられることなどの労働者にとっ ての コストと，さらに ，

　　　企業倒産，事業所閉鎖によっ て生じる国民的コストをあげている 。

　　　　Ｊ・Ｗｅ１ｓｃｈ，＠Ｓ ．２６７

　１４）　Ｅｂｅｎｄａ，Ｓ．２７３

　１５）　ここでいう構造政策は経済政策全般のたかで当然政策対象領域に限定があるものである
。

　　　　ｒ構造政策は雇用問題の解決に貢献しなげれぱならたい。しかし，それだげでは大里失業

　　　問題を解決することはできない。構造政策は，雇用重視の総体的誘導の代わりではない。雇

　　　用を保障する景気政策，成長政策，構造政策，労働市場政策，労働時間の短縮が協働してこ

　　　そ，大量失業をたくすことができる」 。

　　　Ｊ・Ｗｅ１ｓｃｈは，構造政策の位置をこのように限定している。その上で彼は，ｒ雇用重視の

　　構造政策」は環境保護，住宅 ・都市建設，交通，職業教育におげる潜在的な杜会的二一スを

　　顕在化させることによっ て， 雇用創出に重要な意味を持つのでと強調しているのである。彼

　　　は雇用重視の構造政策の重点目標として，つぎの四点をあげている 。

　　　（１）業種間の構造的雇用不均衡を先見的に減少させること，（２騰造不安に陥っている地域の

　　雇用危機を減少させること，（３）労働市場においてすでに生じている業種地域の構造問題を

　　除去すること，（４〕可能な限り高い価値のある仕事を創設すること 。

　　　以上，Ｊ．Ｗｅｌｓｃｈ，＠Ｓ．２６５

　１６）　Ｅｂｅｎｄａ，Ｓ．２７０

　１７）　Ｅｂｅｎｄａ

　１８）　Ｅｂｅｎｄａ　Ｓ２６８

　１９）ＤＧ　Ｂは，「８３年構造報告」の検討をもとに以下の三点の改善を要求している
。

　　　・西ドイツにおげる１９５０年以降の生産性上昇を決定してきた基盤を明確にすべきこと

　　　・地域ごとに「部門構造報告」を行うべきこと

　　　・企業に，費用構成 ・競争上の地位に関する情報を提供さすべきこと 。

　　　Ｄｏｋｕｍｅｎｔａｔ１ｏｎ　Ｖｏｒｓｔｅ１１ｕｎｇ　ｄｅｓ　ＤＧＢ　ｚ岨Ｆｏｒｔｓｅｔｚｕｎｇ　ｄｅｒ　Ｓｔｒｕｋｔｕｒｂｅｎｃｈｔｅｒｓｔａｔｔｕｎｇ
，

　　ｗＳＩ－８１１９８４

　２０）肌掲拙稿（上），ｐｐ１４３－１５１

　２１）ＤＧＢ，Ｍ１ｔｂｅｓｔ１ｍｍｍｇ　ｍ　ｇｅｓａｍｔｗ１ｒｔｓｃｈａｆｔ１１ｃｈｅｎ　Ｂｅｒｅｌｃｈ，１９７１　前掲拙稿（上）
，

　　ｐ ．１５４，参照 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３０４）



　　　　　　　　 “構造転換”への西トイソ労働組合の対応（布川）　　　　　　　　
１３９

２２）「労働組合は確かに杜会全体がどのように発展していくかの展望を提起してはいるが，詳

　細にわたった全体的計画は持っていない。　　労働組合は（ワイマール期の） “経済民主主

　義”のような現体制に対する総体的代案をもはや持つことはない。　　抽象的な目的設定を

　重視するのではなく ，労働者の自由な裁量権の確保を問題にするのである。　　自主的な労

　働組合の運動をもとに，自治的参加，共同決定によっ て， 自由な計画化が積み上げられてい

　くのである。そしてそれは雇用など生きた，目に見える利害に関わり ，それによっ て労働組

　合は当該労働者の動員力を活発化させ，自覚を高める。……労働者の利割
こあった杜会の実

　現は，杜会を “上から”覆う民主化案でなく ，むしろ構戎員の自覚に従い，経済的状況や杜

　会的力関係に応じて ・下から・成長していくのである」。Ｇ・Ｌｅ皿ｉｎｓｋ篶
　むｂｅｒｂｅｔｒｉｅｂ１ｉｃｈｅ

　Ｍｉｔｂｅｓｔｉｍｍｕｎｇ，ＷＳＩ５１！９８０，Ｓ ．３５２

第３章　ＩＧメタルによる「金属産業における

　　　労働重視の構造政策」の展開

　（１）金属産業における「資本童視の構造政策」の展開とその影響

　１９８３年１０月にＥｕｇｅｎ　Ｌｏｄｅｒｅｒ　ＩＧメタノレ委員長（当時）は，ｒこの数年間の誤った経

済政策が経済危機を深刻化させ，ある地域と特定の産業に劇的な影響を及ぽしてしまっ

た」とのべ，金属産業におげる構造的危機の急速な深まり：構造転換どころではない

「工業の廃棄」の進展＝を警告し，その原因カミ保守政権の構造政策にあると強く批判し
１）

た。

　　 ｒ現在の構造的危機は，今までの構造的危機と全く異な っプこものである。ルール地方やサール

　ラソト ，臨海地帯などの伝統的経済中心地は，その存続が脅かされ，鉄鋼 ・造船という二つの重

　要な産業部門は１０年来の危機に陥っている。たしかに失業率は農村地域でも高いが，伝統的工業

　都市の失業率は，　 ドノレトムソトが１４．９％，デュースブルクが１４
．７劣，ブレーメルハーフェ ソが

　１３．６％と著しいものとなっている。ドイツ連邦共和国において恐ろしい程の構造的衰退が工業の

　中心地域で起こっ ている」 。

　こうした事態を背景にして，Ｉ　Ｇメタルは，構造政策をめぐる資本と労働の階級対立

を鮮明にとらえ，市場重視の構造政策を「資本重視の構造政策」と規定し・それに「労

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
働重視の構造政策（Ａ・ｂ・・ｔｓ・…ｎｔ・・ｒｔｅ　Ｓｔｒｕｋｔｕ・ｐ・１・ｔ・ｋ）」を対置してきたのである 。

　保守政権によるｒ資本重視の構造政策」は，Ｉ　Ｇメタルによれは・鉄鋼・造船・電

機を始めとする金属産業において二つの方法で具体化されてきた・一つは・収益性の見

込みのない危機的企業や部門，それが立地する地域を根こそぎ整理するやり方である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３０５）
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大手電機会杜ＡＥ　Ｇの倒産，整理にその典型をみることができる。保守政権 ・資本は ，

補助金を打ち切り ・経営危機に瀕した企業やそれが立地している地域への国家援助をや

め， 倒産とそれを通じた企業整理を促進した。負担は全て被雇用老に被せられたのであ

る。 もう一つは・国家資金を利用してリストラクチ ュァリソグをすすめ，近代化，合理

化をはかるやり方である。鉄鋼業を典型とする。そこでは，企業が公的補助金を利用
し・ 将来的に収益性が見込まれる領域への進出と，技術変化への対応をすすめ，経済構

造変動の加遠化をはかってきた。公的資金を用いて私的資本にとっ ての環境条件を改善
し１ 危機的領域を切り捨て，競争上の優位性を高めてきたのである 。

　補助金を打ち切りｒ皆伐」するやり方，公的資金を利用するやり方のいずれもが，過

剰資本の整理をうながし，企業収益の確保の基礎をつくりだす。ｒ資本重視の構造政策」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
とは，Ｉ　Ｇメタノレの政策担当者がいうように，ｒ雇用の解体その物を目的とした構造転

換政策」にほかならず，「雇用危機を意図的に推し進め，雇用の解体と杜会保障の解体

によっ て， 杜会的 コストの最大化を狙ったもの」である。それは，労働市場におげる労

働力流動化促進政策に．よっ て補完され，地域や国境を越えて「失業の輸出」を促してき

た。 のみならず，ｒ資本重視の構造政策」の狙いは，失業者と就業者を分断し，労働組

合員に目先の不安を抱かせ，それによっ て労働者の立場にたつ構造政策を実現する政治

的条件を極小化することにもある。かくてｒ市場重視の構造政策」は，「補充的雇用 ・

代替的雇用を被雇用者に与えるのではなく ，企業に追加的特権を与える」のである
。

　ｒ資本重視の構造政策」の進展とその影響を，金属産業の代表的業種ことに，雇用危

機と合理化の側面から見てみよう 。Ｌｏｄｅｒｅｒ が指摘していたように，８０年代の金属産業

において，鉄鋼業と造船業とが従来にたい困難に見舞われている。まず，最も深刻な雇

用不安に直面している鉄鋼業から見ていこう 。１９７６年以来，Ｅ　Ｃレベノレで鉄鋼業の再編

が進み，短期的市況対策として，企業別出荷割り当て，価格規制，減産の強制などが行

なわれ，同時に，老朽工場の廃棄と設備近代化による企業生産能力の削減を柱とする中

期構造改善政策が推進されてきた。西ドイツの鉄鋼業は，目本，アメリカに次ぐ生産観

模を誇り ，Ｅ　Ｃ内でも最大のンェ ァを占めていた（８２年３３％）。 しかし，粗鋼生産量そ

のものは１９７４年をピークに伸び悩み，８０年代に入ると４，０００万トソを割り ，８３年には約

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）３・

５７０万トソと７４年水準の三分の二に落ち込んだ。かくして，世界市場におげる生産と

輸出のシェアも低下しつつある。８０年代に入ってから生産は年６％台で削滅し，年問５

％以上の雇用喪失が続いている。７０年代末に鉄鋼業は粗鋼生産４，Ｏ００万トソの水準を保

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３０６）
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ち得ていたのであり ，年間の雇用減は２％の枠内であったのと比べ，８０年代の状況は大

きく様変わりした。こうした中で，金離資本主導の鉄鋼業界再編計画が論じられ，将来

的に投資効果が見込まれる設備への集中と非効率な設備の閉鎖による過剰能力の削減 ，

合理化効果の最大化がはかられてきた 。

　第二の危機的部門は，造船業である。西ドイツ造船業界は，目本，韓国との大型船分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
野での競争を諦め，技術 ・資本集約性の高い特殊船の建造に活路を見いだしてきた。こ

れに対応して造船業の民営化とそれに伴う大観模た合理化が進められてきた。こうした

なかで８０年代に入って年問２％台の雇用喪失がつっき，生産上昇と職場の喪失とが同時

進行してきた。しかも，西ドイツ造船業界の生き残り策は限界を露呈し，造船業全体の

設備廃棄カニ取沙汰されてきてもいる 。

　さらに，電機産業においても，同じように危機的状況が現われている。とりわけ民生

用家電の分野で雇用危機が深刻化している。テレビ，ラジオ ・テープレコーダー・ プレ

ーヤー部門の市場規模は８０年以降年々減少し，８０年の５３億 マノレクから８２年には４７億マル

クヘおちこんだ。Ｖ　ＴＲを含む音響機器部門を除いて，国内生産額の縮小が目立つ。電

機産業全体での生産高は小規模の上昇をしてはいるが，民生用都門の弱体化は著しい 。

こうした背景のもと ，８０年代に入って，トムソソ ・ブラソト杜やフィリッ プス杜などの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
外国資本が経営参加に乗り出し，業界の再編成が急激に進んできた。かくして合理化が

進み，生産性は急上昇をとげてきた 。

　金属産業の他業種においても，自動車産業を始め，将来的に構造的雇用危機に陥る可

能性が懸念されている。また，これらの構造的危機業種は，鉄鋼業がザールや ノレール地

域に，造船業が臨海地域にというように地域的に集中しているため，地域雇用問題を深

刻なものにしている 。

　（２）「金属産業における労働の立場にたつ構造政策構想」の二つの柱とその内容

　こうした「市場重視の構造政策」の展開にたいし，Ｉ　Ｇメタルは「積極的な政治経済

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
的誘導が，市場を通じた誘導（競争原理）にとっ て代わる」との基本方針のもと ，ｒ労働

組合の参加の可能性の拡大，経済の民主化」によっ て， 市場原理を規制し，「労働重視

の構造政策構想」の実現をめざしてきた。Ｉ　Ｇメタノレの構造政策構想は，ｒ緊急対策」

（保護任務的側面）と「中長期的視野の構造改革」（移成任務的側面）の二つの柱からなる 。

それは７０年代までの構造転換とは全く違うと言われる金属産業の状況を反映し，Ｄ　Ｇ　Ｂ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３０７）
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の「雇用重視の先見的構造政策」をより豊富化したものとた っている。まず，保護任務

の側面を見ていこう 。

　雇用確保のための最重点課題として，Ｉ　Ｇメタノレが取組んできたのは，週労働時問 ，

生涯労働時間短縮たど多様な形態での労働時間短縮である。すなわち，Ｉ　Ｇメタルは ，

賃下げなしの週労働時間の短縮と ，退職年齢を５５才まで引き上げ生涯労働時問を短縮す

る（早期退職制）ことによっ て， 仕事を確保し，追加的雇用を創出すべく ，労働時問短

縮闘争を推し進めてきた。また，労働時問短縮要求は，金属産業のあらゆる業種におい

て資本主義的合理化が進展し，それによっ て， 労働密度が高まり ，精神的肉体的疲労が

増大し，労働災害，職業病が増加してきたことを背景に，合理化の諸結果からの保護を

求める金属産業全労働者の要求とな っていた。１９８３年末から８４年５月にかげて行われた

週３５時間への労働時問短縮を求めたＩ　Ｇメタルの闘争は，時短による雇用創出（週５時

問の労働時問短縮にょっ て１５５万の雇用を創出する）と ，合理化の諸結果から労働者を保護す

る要求とを原動力としたものであり ，それによっ て労働組合の団結が強まり ，Ｉ　Ｇメタ

ルは資本家団体による ロックアウト攻勢に耐え，６週間に及んだ戦後最長のストライキ
　　　　　　　　　　　８）
闘争を闘い抜いたのである。金属産業労働者はこの闘争の結果として，週労働時間の短

縮による雇用創出と ，合理化の諸結果（労働密度の高まり ，精神的肉体的疲労，労災職業痛の

増加）から労働者を保護する上で一定の成果をかち取った。これは，労働者が杜会的 ・

政治的イニシアチブを取るための前提条件をつくりだしたものであ った 。

　さらに，雇用と生活条件の保護のための緊急対策として，Ｉ　Ｇメタルは，一方的解雇

禁止，配転のさいの地位所得保障，再教育の保障 ・改善などを内容とする「退職プラ

ソ」の継続を要求してきた。また，過剰設備，生産過剰のもとで，操業短縮を行う際に

は， 賃下げなしにそれを実施すべきだとしてきた 。

　「衰退産業」に対する基本姿勢は，Ｉ　ＧメタルもＤ　Ｇ　Ｂと同じくｒ構造の保存」をめ

ざすものではないというものであるが，こうした緊急対策たしに，当該労働考の雇用と

生活条件を脅かす事業所再編が進められるのにＩ　Ｇメタルは反対し，そうした事業所再

編の禁止を求めてきた 。

　当該労働者の雇用と生活条件を保護するための保護的防衛闘争は，緊急対策を具体化

させ，それによっ て危機的部門の被雇用老の生活不安を軽滅し，他の仕事に適応するた

めの準備を可能にし，代替的雇用の場に就労できるようにする。このように，防衛闘争

は， 労働力の流動化のさい労働老に強制される負担を最小限にするためのものでもあ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３０８）
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る。 総じて保護的防衛闘争は，「資本重視の構造政策」か野放しされているのを制限す

る措置である。しかし，その意義はそれにとどまるものではない。Ｉ　Ｇメタノレは危機に

臨んだ産業都門の被雇用者のための防衛闘争を，新たな杜会改革を「形成する」ための

必要不可欠な前提であると位置つげ，それに取組んできた。Ｉ　Ｇメタノレがこのように緊

争対策を意義付げている点が重要である 。

　「構造政策上の緊急手段の導入によっ て， 市場法則に盲従した構造変動を著しく制隈し，その
　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
機能と影響を必要なだけ制限することができる」 。

　ｒこれによっ て， 危機の負担を被雇用者だけに負わせることをなくし，労働組合員の雇用や所

得の不安をなくす。かくしてかれらは，構造再編への提案を完成させ，具体化させる活動に積極
　　　　　　　　　ユ０）
的に参加できるようになる」 。

　Ｉ　Ｇメタルのｒ金属産業におげる労働の立場にたつ構造政策構想」は，第二の形成任

務的側面たる中期的展望として，杜会改革のためにつぎの三つに力点をおいている。す

なわち，第一に，「情報基盤の拡大」，第二に，ｒ国家の誘導可能性 ・誘導能力の拡大」 ，

第三に，「労働組合の参加の可能性の拡大，経済の民主化」の三点であり ，これらを通

じてＩ　Ｇメタルは杜会改革を推し進めるというのである 。

　第一のｒ情報基盤の拡大」とは，経理公開と杜会的責任会計の法制化であり ，Ｉ　Ｇメ

タノレの言葉では，「杜会的に関連付げられた計画の設定（Ｒｅｃｈｎｕ・ｇｓ１ｅｇｕ・ｇ）」とｒ労働者

の立場にたつ指標 システム（Ｋｅｍｚｉ丘ｅｒｓｙｓｔｅｍ）」の具体化というものである。個別企業の

経営諸指標を正確につかみ，さらに産業部門や，各地域の経済状況を詳しく正確に知る

ことが先見的構造政策を作成していく前提条件である 。

　金属産業を始め，西ドイツの多くの企業は有限合資会杜などの独特の企業形態をとっ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ１）
ている。また，独占の集中度は高く ，銀行による企業支配も強い。これにたいして，労

働組合は，補助金の使われ方やその成果について，また，雇用の増滅や雇用老の所得
・

職務構成，時問外労働の実態などの企業内情報の公開（哺報義務」）を企業に義務づげ ，

労働者や地域経済へ多大な影響を及ぽす経営 ・投資活動全般に関する企業の杜会的責任

を鮮明にさせようとしてきたのである 。

　第二に，「国家の誘導可能性，誘導能力の拡大」として，Ｉ　Ｇメタノレは，事実上空費

されてきた補助金を支出し続げるのでなく ，国家が資本参加すること ，基幹 ・市場支配

的企業についてはそれを杜会化すべきことを要求している 。Ｉ　Ｇメタノレは１９８３年の鉄鋼

業に対する政策（ｒ鉄鋼プログラム」）を改訂したのであるが，新たなｒプ ログラム」は ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３０９）
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８０年代の構造的危機の深まりを反映し，杜会化要求を前面に掲げ，国家による直接的資

本参加を通じて私企業に対する国家の影響力を拡大すべきことを提起した内容に改めら
　１２）

れた 。

　従来，構造政策上の問接的手段として，税制上の優遇措置や融資が，また，補助金

が， 企業の投資活動を誘導するために導入されてきた。しかし，税制上の減価償却優遇

措置は，収益性の高い大企業だげに利用され，構造政策上不十分なものであり ，また ，

低利融資制度の誘導効果は薄いものであった。補助金の使われ方を見るなら，収益確保

と合理化に使われてきたのが実態である。こうした事態に対する労働組合側からの批判

は強いものがあり ，Ｉ　Ｇメタルは，誘導効果が小さく ，かえ って利益保障に使われてき

た優遇税制措置と補助金の廃止を求め，それにかわるものとして，国家の直接的資本参

加・ 杜会化を提起したのであった 。

　　「危機部門の多くの企業は，直接的補助金に固執しており，慣例となった補助金をもとに資本

　財と収益を確保している。それは，雇用確保にではなく ，合理化に使われている 。……

　　公的財政手段を無駄な補助金として，また，利子のつかない貸付金として継続するのでなく ，

　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
　直接的資本参加の彩態で続げるのである」 。

　鉄鋼業においてＩ　Ｇメタルが国家の直接的資本参加 ・杜会化を鮮明に提起した背景に

は， つぎのようた西ドイッ鉄鋼業の所有構造がある。すなわち，西ドイッの鉄鋼業は ，

他のＥ　Ｃ域内諸国と比へる杜会化の度合いが低く ，イギリスの９０％に対し西トイソは僅

か１０％が公有という所有構造にな っているのである。こうした所有構造をもとに，西ド

イツの主要企業は，目本の不況カノレテルのように協同して再編計画を実行し，過剰資本

の処理にあたってきた。と同時に，他方，機械製造，建設業など下流部門や様々な分野
　　　　　　　　　　ユ４）
への進出をはかってきた。こうして西ドイッ鉄鋼資本はＥＣ内での優位を確保し，労働

重視の構造転換を断固として拒絶し続げてきた。これに対抗するＩ　Ｇメタルは，労働重

視の立場からの鉄鋼業再編を，経営者の意思に反して，所有権に反して行わなげれぱな

らたいのである。それには国家の直接的資本参加，杜会化，所有移態の転換が必要なの

である。「市場重視の構造転換」によっ て構造危機が深刻化してきた８０年代の金属産業

の状況を反映し，Ｉ　Ｇメタルは「国家の誘導可能性 ・誘導能力の拡大」に．， また，その

ための杜会化要求に新たた位置付げを与えたのである 。

　Ｉ　Ｇメタノレは杜会改革のための第三の柱として，「労働組合の参加の可能性の拡大 ，

経済の民主化」を掲げている。それは，職場，業種，地域，国民経済の各 レベルで，労

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１０）
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働組合の共同決定権を拡大しようというものである。資本カ事業所再編を急速に押Ｌ進

めるのに対抗し，Ｉ　Ｇメタルは，「事業所，経営におげる共同決定権の拡大」を要求し

てきた。こうした職場，事業所 レベルの間題だけでなく ，構造的危機の進展のもとで ，

産業部門 ・業種政策に関する共同決定権を獲得する必要が一層高まっ てきている 。Ｉ　Ｇ

メタノレは，業種ごとに労使共同決定機関としてｒ業種委員会」を設立することを，急を

要する課題としてきた。この委員会において，労働組合が産業政策上の「拒否権」を獲

得するのである 。

　すなわち，構造危機の深刻さを反映して，Ｉ　Ｇメタノレは鉄鋼，家電，白動車産業の各

業種ごとにそこでの具体的問題を踏まえた産業 ・業種政策を作成し，「労働重視の構造

政策」構想の業種版としてその実現に努めてきた。この業種構想において強調されてい

るのが，労使共同決定機関として，労働組合に拒否権を保障した「業種委員会」を設立

せよとの要求である。代表的業種ごとに見ておこう 。

　白動車産業においては，この労使共同決定機関（自動車委員会）が需要の予測を行い ，

それにそ って中期投資計画を立てる。差し迫った供給過剰に備え，生産調整と過剰設備

の廃棄を労働者の利害をもとに，時機を失わず進めるには，このｒ自動車委員会」が調

整力を発揮せねぱならないとしている 。

　家電においては，市場 ・雇用予測を行うのはもとより ，立地点や既存の事業所の雇用

と代替的雇用の創帥こついての開発 ・発展計画をつくりだす役割をこの「委員会」に与

えるべきだとＩ　Ｇメタノレは主張している 。

　　　　　　　　　　　　　　ユ５）
　Ｉ　Ｇメタノレのｒ鉄鋼プ ログラム」によると ，「鉄鋼委員会」は，企業における共同決

定の確保と拡大に貢献し，企業と部門の計画構想を作成するものである。立地や生産の

重点，雇用の規模と投資のための手段，金融上の問題について，鉄鋼委員会は調整的役

割を果たす。また，企業活動が地域に及ぽす影響を鑑み，地域構造政策上の視点から企

業活動を調整 ・誘導するのである 。

　Ｉ　Ｇメタルは，このようにして危機的な業種におげる共同決定権（拒否権）を獲得し ，

それによっ て業種全体の資本活動を規制し，事業所の転換に対するイシアチブを確保し

ようとしてきたのである 。

　ところで，これら業種ごとの労使共同決定委員会は，労使の合意，労使の意見の一致

を前提としているため，労働組合が要求する労働者の利害を重視した杜会的に拘束力の

ある業種政策の合意をここで得ることは著しく困難である。逆に，そこでの決定に労働

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１１）
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組合は共同責任を負わなけれぱならたくなるという間題が生じてくる。業種ごとの労使

共同決定委員会構想がこうした限界を持つものであることをＩ　Ｇメタルも認識してい

る。 それゆえ，Ｉ　Ｇメタルは，業種ごとの委員会の設立を要求するのに加えて，さら

に， 所有構造そのものに手をつけるとし，鉄鋼業など，その杜会化を要求しているので

ある 。

　以上の「情報基盤の拡大」，ｒ国家の誘導可能性 ・誘導能力の拡大」，「労働組合の参加

の可能性の拡大，経済の民主化」によっ て， 労働組合運動にもとづくｒ積極的な政治経

済的誘導」が，ｒ市場を通じた誘導（競争原理）」にとっ て代えようというのが，Ｉ　Ｇメ

タルの構想である 。

　労働組合運動として，資本による事業所閉鎖や解雇攻撃に低抗し，個別事業所ごとに

緊急対策を獲得するのは当然大きた困難を伴う運動である。保護任務を実現するうえ

で， 労働組合が直面する課題は大きい。また，先見的た杜会改革という課題を，当該労

働者は，抽象的にしか受け取ることができないのも実際である。ｒ緊急対策」とｒ杜会

改革」の統一的実現に関わるこうした壁に，労働組合運動は直面してきた。こうしたも

とでＩ　Ｇメタルは，個々の防衛闘争を地域からささえ，政治的に強めることによっ て，

ｒ構造的雇用危機とのたたかいを，杜会的構造改革のための闘いと結合させる」ことに

努めてきたのである 。Ｉ　Ｇメタルの政策担当者達は，この点を次のように述べている 。

　　「事業所の閉鎖や休業に対する個々に孤立した事業所におげる低抗は，当然限界がある。事業

　所ごとの防衛闘的争を立地点で，地域から支える必要がある。それによって地域的な広がりを持
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
　った生き残りのためのたたかいの政治的連帯と労働組合運動の連帯が生じる」 。

　こうしたたかでＩ　Ｇメタル傘下の労働者は，ｒ構造的雇用危機とのたたかいを，杜会的

構造改革のための闘いと結合させる」
‘‘

かけ橋
’’

となるようた多様な経験を生み出して

きた。その一つが，鉄鋼，造船たどにおげるｒ代替的生産 ”Ａ１ｔｅｍａｔ１ｖｅ　Ｐｒｏｄｕｋｔ１ｏバ」

運動である。それは，軍需拡大を求めるのではなく ，軍需を民需に転換させ，商業船の

造船を確保すること ，また，代替的製品として環境保護 ・エネルギー政策の視点も加味

した下水処理，地域集中暖房関連などの多様た製品を企業の製品計画に取り入れさせ ，

造船所の存立を守ろうという運動である。この運動は，実践上の因難や理論上解決が必

要た問題があるが，「労働重視の構造政策」を下から，労働組合の職場活動家や，事業

所従業員会委員が実際に積極的に進めてきたものであり ，鉄鋼や造船業の危機に瀕した

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１２）
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企業，部門におげる労働組合員の活動力を高め，ｒ労働重視の構造政策」への転換をめ

ざす運動を活性化する原動力にたってきた。Ｉ　Ｇメタルは，この経験をつぎのように高

く意義づげている 。

　　「一方で，これは，国家に対する共同決定，構造政策要求を具体化するさい，危機に瀕した事

　業所を継続させていくたたかいである 。

　　他方，労働組合の杜会政策の，経済的法的最低条件と緕び付いて，模範的な努力を下ざさえす

　る活動である 。

　　 これは，部門構想や公的投資フ回 グラムたどの構造政策の要求を，まだまだ抽象的なものとし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
　か捉えられない一人ひとりの被雇用者にとっ て， かけ橋となる」。

　しかも ，Ｓ　Ｐ　Ｄ内左派やＤＫＰ（ドイツ共産党）系の左派組合員が，ｒ労働重視の構造

政策」の推進力となり ，新たな経験を生み出してきた。右派組合員 ・組合指導部も巻き

込んで進められた運動の代表事例として，１９８３年６月から９月にかげて行われたＨ０ －

ｗａｌｄｔｓｗｅｒｋｅ　Ｄｅｕｔｓｃｈｅ　Ｗｅｒｆｔ（ＨＤＷ）ハソブルグ造船所の事業所閉鎖反対闘争を見て
　　１８）

おこう 。

　ＨＤＷは，７０年代後半から事業転換を積極的に押しすすめてきた。７５年にはハソブ ノレ

グとキーノレ両ＨＤＷ造船所を合わせて ，１５，８７０人の従業員だったのが，８２年には
，１１ ，８００

人へと削減されていた。８３年３月の国政選挙およびシユレスビ ッヒ ・ホルシユタイソ州

の選挙で保守政権が勝利したのを好機として，ＨＤＷ経営者は，７０年代とは段階を画す

る攻勢を労働者にかけてきた。すたわち，選挙直後の３月１５日 ，ＨＤＷ ・ハンブ ノレ グ造

船所において４０００人の労働老 ・事務職員を解雇し，ハソブ ノレ グ造船所を最終的に閉鎖す

る旨，従業員に通告したのであ った。この職場解体計画に対し，同造船所の従業員は ，

すく“に自発的抗議ストライキに立ち上がり ，参加老は従業員の９割を越えた。Ｉ　Ｇメタ

ル内でも右派（杜会バートナー的潮流）の色合いの濃いＩ　Ｇメタル ・ハソブ ノレグ支部指導

都は，当初明確な闘争方針を持てずにいた。それに代わって，Ｄ　ＫＰを含む左派が指導

する事業所従業員会委員が初期の闘争を支え，従業員大会を開き，就労拒否や時問外労

働の拒否闘争に力を発揮したのである 。

　８３年６月には，事業所従業員会委員，Ｉ　Ｇメタノレ職場委員，職場活動家からなる３０名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
の労働者によっ てｒＨＤＷの職場を守るマニユフユスト」が発表された。このｒマニユ

フェ スト」の提起がもとにな って，同造船所の労働者や職員の連帯は強まり ，のみなら

ず， ブレーメソや，ブレーメルハーフエソなど北ドイツのＩ　Ｇメタル左派組合員との連

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１３）
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帯を広げ，ＨＤＷ ・ハソブルグ造船所の闘いを孤立したものでなくした。こうした動き

を背景に，Ｉ　Ｇメタル ・ハソブノレグ支部は，ＨＤＷハンブルグ造船所の闘争での連帯を

強めたのであ った。独占資本の危機克服＝大量解雇策を押しもどす運動上の出発点がこ

うして作られてきた。９月にはいって，ＨＤＷ経営者が１，３５４名の解雇リストを提示し

たのに対し，Ｉ　Ｇメタノレ ・ハソブルグ支部は，同造船所労働者の闘いを無条件に支持

し， 傘下の労働組合員にデモを呼びかけた。産別組合を越え，Ｄ　Ｇ　Ｂを上げた支援も強

まっ た。 こうした中で，造船所においては２時問の就労拒否や婦人労働老のハソガース

トライキが行たわれ，さらに，労働者は事業所占拠闘争に立ち上がった。この事業所占

拠闘争は９月１２目から２０日まで続げられた。これは，事業所占拠闘争が行われた事業所

のなかでは，西トイソ最大の観模のものとな った 。

　この闘争以前の状況，とりわげ８１年前後を振り返るたらば，Ｉ　Ｇメタノレハソブ ノレグ支

部及びＨＤＷ事業所従業員会におげる労働運動は，労働組合内部の左右の対立が深まる

たど，いくつかの困難を抱えていた。すなわち ，Ｉ　Ｇメタノレハソブルグ支部はＩ　Ｇメタ

ノレの中でも，伝統的に右派の影響力が強く ，７０年代後半には，ＨＤＷ ・ハソブルグ造船

所の事業所従業員会の指導権も右派が握っていた。彼らは，造船所の構造危機が進行す

る中で，軍需需要の拡大を国家に要求し，それを危機克服策の柱としていた。しかし ，

８０年代にはいって造船危機が深刻化するもとで，彼らへの信頼は急速に失われ，ＨＤ

Ｗ・ ハソブルク造船所では８１年の事業所従業委員選挙で，右派指導部に反対する左派

が多数をしめたのであ った。このようたなかで左右の対立が深まるなど困難が生じてい

た。 しかし，こうした状況にもかかわらず８３年の闘争においては，杜会バートナー的潮

流をも含んで運動が進展したのであ った。Ｉ　Ｇメタルは，こうした闘争をもとに，翌８４

年， 造船業におげる過剰資本の増大と労働老の犠牲のもとでその処理が進むのに対抗す

るｒ造船政策（Ａｒｂｅｉｔ　ｆｕｒ　Ｋｍｓｔｅ）構想」を確定したのである。また，このようた左派を

中心とした推進力をもとに，８４年の時短闘争がたたかわれたのであり ，事業所における

様々た防衛闘争も「労働重視の構造政策」の具体化へ向かって進められてきた 。

　このように，Ｉ　Ｇメタルは，８０年代の「市場重視の構造転換」によっ て引き起こされ

てきた「以前とは全く異なる構造的危機」と資本による解雇 ・合理化攻勢に直面し，防

衛的闘争を個別分散的に行うのでなく ，事業所 レベノレの防衛闘争を業種全体から，ま

た， 地域領域から支え，連帯を強めてきた。その際，雇用創出と合理化の結果からの保
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護を求めた時短闘争を原動力に，ｒ代替的生産」を求める運動なと，労働組合の保護任

務と形成任務を統一する “かけ橋”となる経験も生んできた 。

　それにもとづいてＩ　Ｇメタノレはｒ杜会化」ｒ補助金改革」ｒ情報公開 ・共同決定」な

ど， 市場 メカニ ズムでなくｒ積極的な政治経済的誘導」をもとめた新たな運動を業種ご

と， また地域 レベノレで展開してきた。現行の補助金のあり方を批判し，それに代えて杜

会化を要求する点や，業種別委員会構想など，構造的危機の深さを反映し，Ｄ　Ｇ　Ｂの構

想から一歩踏み込んだ展開を，Ｉ　Ｇメタノレの運動に見ることができた 。

　また，その推進力としてＩ　Ｇメタル内の左派の運動があることも確認できた 。

お　わ　　り　に

　以上みてきたように，西ドイツ労働組合運動は，保守政権による「市場重視の構造政

策」に対し，ｒ雇用重視の先見的構造政策」への転換をもとめ，ＤＧＢ８１年綱領に掲げ

た「保護 ・彩成の二重の任務」に即して運動を展開してきたのである 。

　すなわち，Ｄ　Ｇ　Ｂは，市場重視の構造政策の進展によっ て雇用危機が差し迫ったなか

で， 労働者の雇用と生活を守るため，労働組合運動のｒ自主的な力」をもとにそれをく

いとめようとしてきた。Ｄ　Ｇ　Ｂが，事業所閉鎖や大量解雇がｒ市場原理まかせ」に進む

のを傍観し，単にそこでの補償や労働力流動化の条件整備に努めるという立場にたいこ

とは，見て取れた。雇用削減とｒ合理化」の同時進行を鋭く批判するＤ　Ｇ　Ｂは，Ｉ　Ｇメ

タノレを先頭に，労働時問短縮の協約闘争など，「市場重視の構造政策」の展開に歯止め

をかける運動を展開してきた。また，「保護任務の実現」をめざす運動と ，「形成任務」

をめざす運動との
‘‘

かけ橋”となるｒ代替的生産」などの経験を生み出してきた 。

　また，Ｄ　Ｇ　Ｂは，中期的展望に立った杜会改革をめざす運動を，とりわけ情報権 ・共

同決定権要求に力点をおいて進めてきた。そのさい，雇用危機が地域ごとに，また，業

種ごとにかってたく深刻化している事態を反映し，地域構造政策に関わる共同決定権の

実現と ，業種政策に関わる共同決定権の獲得について，あらためて力点をおいてその実

現に努めてきたのであ った。さらに，Ｉ　Ｇメタルにおいては，鉄鋼業たどの雇用危機克

服のために，杜会化要求が前面に掲げられ直されたことも確認できた。またこれらの実

現にあたって，労働組合の低抗 ・「自主的な力」の発揮がめざされていたのであり ，そ

の推進力としてＤＫ　Ｐを含む左派を中心とした運動が展開してきたのも見落せない点で

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１５）
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ある
。

　　こうした点を確認した上で最新のｒ構造報告」をもとに８０年代末から９０年代にかげて

の‘‘構造転換
’’

の状況を分析し，そのもとで西ドイツ労働組合運動がいかたる新局面に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）

立ち至っているか検討することについては，次稿を予定している 。

１）　Ｅｕｇｅｎ　Ｌｏｄｅｒｅｒ，Ａｓｐｅｋｔｅ　ｄｅｒ　ｓｔｒｕｋｔｕｒｅ１１ｅｎ　Ｋｒｉｓｅｎ　ｉｍ　Ｍｅｔａ１１ｂｅｒｅｉｃｈ　ａｕｓ　ｄｅｒ　Ｓｉｃｈｔ

　　ｄｅｒ　ＩＧ　Ｍｅｔａｌ１，ＧＭＨ１ｏ／１９８３，Ｓ６３５－６４１

２）　このｒ労働重視の構造政策」について，Ｉ　Ｇメタルの政策担当者が以下の論文で解説して

　　し ・る
。

　　Ｏ　Ｇｕｎｔｅｒ　ｓｔｏ１ｚ／Ｒｕｄｏｌｆ　Ｋｕｄａ，Ａｒｂｅ１ｔｓｏｒ１ｅｎｔ１ｅｒｔｅ　ｓｔｒｕｋｔｕｒｐｏ１１ｔ１ｋ１ｎ　ｄｅｒ　Ｍｅｔａ１１ｍｄｕｓｔｒ１ｅ

　　　　ｗｓＩ－８／１９８４
．

　　　　Ｒｕｄｏ１ｆ　Ｋｕｄａ，Ｇｒｕｎｄｌｍ１ｅｎ　ｅ１ｎｅｒ　ｓｔｒｕｋｔｕｒｐｏｌ１ｔ１ｓｃｈｅｎ　Ｒｅｆｏｒｍｐｅｒｓｐｅｋｔ１ｖｅ，ＧＭＨ１ｏ／

　　　　１９８６

　　なお，ここでは以下の論文も参照した 。

　　Ｋａｒ１Ｇｅｏｒｇ　Ｚｍｎ，Ｄ１ｅ　Ｂｕｎｄｅｓｒｅｐｕｂｌｌｋ１ｍ　ｗｅ１ｔｗ１ｒｔｓｃｈａｆｔ１ｌｃｈｅｎ　Ｓｔｒｕｋｔｕｍａｎｄｅ１，ＧＭＨ

　１ｏ／１９８３，Ｓ．６６０－６７４

　　Ｊｏｓｅｆ　Ｅｓｓｅｒ，Ｄｌｅ　Ｐａｔｅｎｔｌｏｓｕｎｇ　ｈｅ１Ｂｔ“Ｇｅｓｕｎｄｓｃｈｒｕｍｐｆｅｎ ”ＧＭＨ１ｏ／１９８３，ｓ６７５－６８６

　　Ｒｏｂｅｒｔ　Ｋａｐｐｅ１，Ｚｕｒ　Ｋｒ１ｓｅ　ｕｎｄ　ｚｕｒ　Ｐｅｒｓｐｅｋｔ１ｖｅ　ｄｅｓ　Ｓｃｈ１丘ｂａｕｓ　ｍ　ｄｅｒ　Ｂｕｎｄｅｓｒｅｐｕｂ１１ｋ，

ＧＭＨ１ｏ／１９８３，Ｓ．６８６－６９６

３）　Ｒ．Ｋｕｄａ，〔１０／１９８６〕ｓ．５８７

４）　Ｇｅｏ任ｒｅｙ　Ｒｅｎｓｈａｗ，五勿．〃ｓ肋９〃ｏ〃２６０犯ｏ〃６加肋７刎伽６２加加伽ｓ〃ｏ１細ゴ ６０閉加９ポＡ

　　 ｓｙｎｔｈｅｓ１ｓ，Ｅｍｐｌｏｙｍｅｎｔ，Ａｄ』ｕｓｔｍｅｎｔ　ａｎｄ　Ｉｎｄｕｓｔｒ１ａ１１ｓａｔ１ｏｎ８，ＩＬＯ，１９８６，Ｓ１３５任

５）　Ｅｂｅｎｄａ

６）　日本貿易振興会編ｒ再生を賭げる欧州産業一目欧摩擦から産業協カヘ』Ｊ　ＥＴＲ　Ｏ叢書
，

　　８４年１０月，参照 。

７）　Ｇ　ｓｔｏ１ｚ／Ｒ　Ｋｕｄａ，〔８／８４〕ｓ４６４

８）　この闘争については，以下の文献を参照のこと 。
　　　　Ｇ　Ｈａｕｔｓｃｈ／Ｋ　Ｐ１ｃｋｓｈａｕｓ／Ｋ　Ｐｒｌｅｓｔｅｒ　Ｄ卯五７ろ２〃ｓ肋刎が〃刎６ｚ２３５－ｓ伽〃刎ｗ；ｏｏ加

　　Ｓｏｚ１ａｌｅ　Ｂｅｗｅｇｍｇｅｎ　Ａｎａ１ｙｓｅ　ｕｎｄ　Ｄｏｋｕｍｅｎｔａｔ１ｏｎｅｎ　ｄｅｓ　ＩＭＳＦ１６．１９８４

　　　　Ｆｒａｎｋ　ＤｅｐＰｅ／Ｍａｍｆｒｅｄ　Ｂａｌｄｅｒ／Ｓｙｂ１１１ｅ　ｓｔａｍｍ／ｓｈｅｌｌｅｙ　Ａｄａｍｓ，ｓｆ閉尾一閉伽ｓ肋６

　　９９ｇ閉Ｋｏク伽ｚ〃〃Ｋｏ脇２〃，Ｆｒａｎｋｆｕｒｔ／Ｍａｉｎ，１９８５ ．

９）　Ｇ　Ｓｔｏ１ｚ／Ｒ　Ｋｕｄａ，〔８／８４〕ｓ４５７

１０）　Ｅｂｅｎｄａ，Ｓ ・４５８

１１）　Ｇ　Ｒｅｎｓｈａｗ，Ｐ４３－５４

１２）　ＩＧ　Ｍｅｔａｌ１　Ｆｏｒｄｅｒｕｎｇ　ｄｅｒ　ＩＧ　Ｍｅｔａ１１ｚｕｒ　Ｓｔｒｕｋｔｕｒｐｏ１１ｔ１ｋ　ｍ　ｄｅｒ　Ｓｔａｈ１ｍｄｕｓｔｒ１ｅ
，ｍ

　　Ｄ１ｅ　Ｍ１ｔｂｅｓｔ１ｍｍｕｎｇ，６／１９８３，Ｓ２６０－６２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１６）



“構造転換”への西トイソ労働組合の対応（布川）
１５１

　　　　ＩＧ　Ｍｅｔａ１１，Ｓｔａｈ１ｐｏ１ｉｔｉｓｃｈｅｓ　Ｐｒｏｇｒａｍｍ，Ｍｉｔｂｅｓｔｉｍｍｕｎｇ　Ｖｅｒｇｅｓｅ１１ｓｃｈａｆｔｕｎｇ　Ｇｅｍｅｉｎ －

　　ｗ１ｒｔｓｃｈａｆｔ，Ｄｅｒ　Ｇｅｗｅｒｋｓｃｈａｆｔｅｒ６／１９８５，Ｓ１６－３５

１３）　Ｇ．ｓｔｏ１ｚ／Ｒ．Ｋｕｄａ，〔８／８４〕ｓ・４６３

ユ４）　Ｇ．Ｒｅｎｓｈａｗ

１５）　ＩＧ　Ｍｅｔａ１１，Ａ１ｔｅｒｎａｔｉｖｅ　Ｐｒｏｄｕｋｔｉｏｎ　ｏｄｅｒ　ｄｉｅ　Ｖｅｍａｃｈ１註ｓｓｉｇｕｎｇ　ｖｏｎ　Ｚｕｋｕｎｆｔｓｉｎｖｅｓｔｉｏｎｅｎ
，

　　Ｄｅｒ　Ｇｅｗｅｒｋｓｃｈａｆｔｅｒ１！１９８４，ｓ．１６－３５

１６）　Ｒ・Ｋｕｄａ，〔１０／１９８６〕ｓ ・５８８

１７）　Ｅｂｅｎｄａ，Ｓ・５９２

１８）　この職場占拠については，◎Ｆｒｉｔｚ　Ｆｉｅｈ１ｅｒ／Ｈｏ１ｇｅｒ　Ｇ
ｅｉｓｓｅ１ｂ

ｒｅｃ
ｈｔ

，肋げ腕ｓ２１２伽ｇ伽６

　　　ひ刎ろ舳妙〃ｏ６〃〃ルろｇ伽伽舳ｇ舳ｇ，Ｍａｒｘｉｓｔｉｓｃｈｅ　Ｓｔｕｄｉｅｎ　Ｊａｈｒｂｕｃｈ　ｄｅｓ　ＩＭＳＦ７．１９８４

　　　Ａ１ｆｒｅｄ　Ｍｅｎｚｅ１，ＫＺｏｓｓ伽吻肋ブ〃〃力ｏ１桃ｏ加８刎昭舳ｇ肋幼｛２Ｚ　Ｈ舳ろ〃ｇｊ　Ｇ舳２〆尾 一

　　
ｓ６伽〃｛ｏ１〃閉ゴ舳吻ｓｏ力ｏＺ２ Ｂ舳昭伽ｇ舳，Ｓｏｚｉａ１ｅ　Ｂｅｗｅｇｕｎｇｅｎ　Ａｎａｌｙｓｅ　ｕｎｄ　Ｄｏｋｕｍｅｎｔａ－

　　ｔｉｏｎｅｎ　ｄｅｓ　ＩＭＳＦ１５，ユ９８５・をもとに考察した 。

１９）Ｍａｎｉｆｅｓｔ　ｚｕｒ　Ｖｅｒｔｅｉｄｉｇｕｎｇ　ｄｅｒ　Ａｒｂｅｉｔｓｐ１ａｔｚｅ　ｂｅｉ　ＨＤＷ，ｉｎ： ＧＥＷ　Ｈａｍｂｕｒｇ（Ｈｇ
・）

・

　　Ａｒｂｅ１ｔｓｐ１ａ協ｅｒｎ１ｃｈｔｕｎｇ　ｕｎｄ　Ｇｅｇｅｎｗｅｈｒ　ａｍ　Ｂｅ１ｓｐ１ｅ１ｅ　ｄｅｒ　ＨＤＷ　Ｈａｍｂｕｒｇ，Ｈａｍｂｕｒｇ

　　１９８４，　Ｓ ．１１

２０）興味深い最新の研究として，野村正實，ノルベルト ・アルトマソ編ｒ西ドイツの技術革新

　　　と杜会変動』第一書林，１９８７年９月 ，がある 。

（３１７）




